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１ 避難地域等復興加速化プロジェクト

１　安心して暮らせるまちの復興・再生

（１）復興拠点を核としたまちづくり

避難地域復興局

土木部

避難地域復興局

生活環境部

商工労働部

3
避難指示区域等におけるインフラ
の復旧

一部見直
し

特定復興再生拠点等におけるイン
フラの復旧

令和4年
度

・特定復興再生拠点については、
令和３年度以降もインフラの復旧
が必要となるため。

土木部

生活環境部

農林水産部

土木部

（２）広域インフラの充実･広域連携の推進

　ア　幹線道路の整備

5
「ふくしま復興再生道路」の整
備､東西の連携軸の強化等（再
掲・基盤Ｐ）

継続 － 未定

・各事業（ふくしま復興再生道路
整備事業、地域連携道路等整備事
業、直轄道路整備事業の負担金）
の事業完成に向け、令和3年度以
降も引き続き事業を継続する必要
があるため。

土木部

6
相馬福島道路､東北中央自動車道
の整備（再掲・基盤Ｐ）

完了見込
み

－
令和2年

度

・相馬福島道路は令和2年度全線
開通目標で整備が進められてお
り、達成する見込みのため。
・平成29年11月4日に福島大笹
生から米沢北間が開通し、福島・
米沢間が全線開通となったため。

土木部

7
常磐自動車道の４車線化･追加IC
の整備（再掲・基盤Ｐ）

一部見直
し

常磐自動車道の４車線化･スマー
トICの整備

令和12
年度

・大熊IC、常磐双葉ICは完了とな
るが、(仮)小高スマートICの整備
が事業化される見込みのため。
・広野以北の暫定2車線区間につ
いて、早期の４車線化が図られる
よう、令和３年度以降も引き続き
現行の取組を継続する必要がある
ため。

土木部

8 復興拠点へのアクセス道路の整備 継続 －
令和6年

度

・事業完成に向け、令和3年度以
降も引き続き事業の継続が必要な
ため。

土木部

9
防災･減災対策など安全に安心し
て暮らせる道路の整備

完了見込
み

－
令和2年

度

・耐震補強事業を進め、令和２年
度までに２５５橋を達成する見込
みのため。
・落石対策事業等を進め、令和２
年度までに１３７６箇所を達成す
る見込みのため。

土木部

No 現行の取組内容 部局総点検結果（取組内容の修正案）

4
住宅や公共用施設､道路､農地､森
林等の除染･放射線量低減対策の
推進（再掲・環境Ｐ）

2
ふるさと帰還後の買い物支援や生
活交通の確保

1 避難地域の復興拠点づくりの推進

一部見直
し

森林等の放射線量低減対策の推
進、放射線物質除去・低減に向け
た技術開発

未定

・帰還困難区域を除き平成30年
３月までに面的除染が完了し、道
路等側溝堆積物の除去・処理も令
和２年度までに完了見込み。
・一方、中間貯蔵施設への除去土
壌等の搬出、特定復興再生拠点の
除染は、令和３年度以降も続く見
通し。
・県民の安全、県産農林水産物の
信頼を確保するため、放射性物質
除去・低減の技術開発は今後も取
り組む必要があるため。

終期 理由

継続 － 未定

・復興拠点計画が具体化していな
い事業があること、特定復興再生
拠点の整備が完了していないこと
等により、令和3年度以降も引き
続き現行の取組を継続する必要が
あるため。

継続 － 未定

・帰還後の買い物支援や生活交通
の確保は住民が安心して生活する
のに必要不可欠であるが、十分に
整備されていないため。
・特定復興再生拠点における整備
が令和３年度以降も必要となるた
め。
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No 現行の取組内容 部局総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由

　イ　ＪＲ常磐線の整備

10
JＲ常磐線の早期復旧･基盤強化
（再掲・基盤Ｐ）

一部見直
し

JR常磐線の基盤強化等 未定

・ＪＲ常磐線は令和元年度末に全
線開通となる見込みのため。
・JR常磐線の高速化・基盤強化
に関しては、引き続き国への要望
等を継続していく必要があるた
め。

企画調整部
生活環境部

　ウ　広域連携の検討

11
日常生活で必要となる地域公共交
通ネットワーク構築の検討

継続 － 未定

・今もなお、東日本大震災により
避難を余儀なくされた被災地住民
が多く存在することから、令和３
年度以降も被災地住民の足の確保
における取組は、継続する必要が
あるため。

生活環境部

保健福祉部

病院局

危機管理部

生活環境部

（３）浜通り地方の医療等の提供体制の再構築

　ア　医療の提供体制の整備

避難地域復興局

保健福祉部

病院局

　イ　介護福祉サービスの提供体制の整備､介護予防の強化

15 介護福祉人材の確保 継続 － 未定

・避難地域の介護人材不足は依然
として続いている状況にあること
から、引き続き取組を継続する必
要があるため。

保健福祉部

16 福祉施設等の復旧 継続 － 未定

・帰還困難区域内の施設など、今
後解除された場合の支援が必要で
あるため。
・災害復旧事業により応急仮設を
建てた施設について、本施設への
帰還の見通しが不明のため。

保健福祉部

17
住まい･医療･介護･予防･生活支援
が一体的に提供される地域包括ケ
アシステムの整備

継続 － 未定

・2025年が地域包括ケアシステ
ム構築の目途であるが、特に被災
町村で進んでいない状況にあり、
令和3年度以降も整備に取り組む
必要があるため。

保健福祉部

12
二次救急医療機能を担う医療機関
の確保に向けた検討

14
医師の確保と医療機関の機能回
復･拡充

13

未定

・住民が安心して生活できるよ
う、双葉地域における救急患者の
受け入れ体制をより充実したもの
とさせるため。

拡充
帰還状況に応じたその他広域連携
による支援

未定

・令和３年度以降も消防団再編や
鳥獣被害対策について、より広域
連携による支援が必要となるた
め。

－ 未定

・避難地域等の医療提供体制の再
構築については、避難指示が解除
された各市町村（大熊町は除く）
で少なくとも１施設の診療所が開
設・再開しており、引き続き、医
科・歯科診療所等、地域で必要と
される医療機関の再開を支援する
必要があるため。
・双葉地域における救急患者の受
け入れ体制をより充実する必要が
あるため。

継続

継続

－

必要に応じたその他広域連携の検
討
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No 現行の取組内容 部局総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由

　ウ　保健・福祉サービスの提供体制の整備

総務部

避難地域復興局

保健福祉部

病院局

教育庁

　エ　帰還した住民の健康保持・増進

19
長期にわたる県民健康調査を通し
た健康の保持･増進（再掲・健康
Ｐ）

継続 － 未定
・県民健康調査を通して県民の健
康の保持・増進に継続して取り組
む必要があるため。

保健福祉部

保健福祉部

土木部

（４）産業･生業の再生

　ア　産業の再生

避難地域復興局

商工労働部

22

官民合同チームによる事業者等へ
の戸別訪問･相談支援を通じた事
業再開支援の拡充（ハンズオン支
援）

継続 － 未定

・未だ帰還できない事業者もお
り、引き続き現行の取組を進める
必要があるため。
・帰還困難区域が残っている現状
では、この事業を終了することは
できず、令和3年度以降も引き続
き現行の取組を継続する必要があ
るため。

商工労働部

18
保健･医療･福祉に係る専門人材､
施設･設備の確保等､サービスの提
供体制の整備（再掲・健康Ｐ）

20
県民の健康確保のための疾病予
防･早期発見･早期治療の推進（再
掲・健康Ｐ）

21
被災事業者がふるさとに帰還する
際の事業再建支援

継続

拡充

継続

－ 未定

・未だ帰還できない事業者もお
り、引き続き現行の取組を進める
必要があるため。
・帰還困難区域が残っている現状
では、この事業を終了することは
できず、令和3年度以降も引き続
き現行の取組を継続する必要があ
るため。

保健、医療、福祉・介護人材の着
実な確保・育成・定着、施設及び
設備整備の推進等、サービスの提
供体制の強化

未定

・避難指示解除区域等において、
介護職員不足により定員まで入所
者を受け入れることができない介
護施設はもとより、民間サービス
事業者の参入が進まないなど被災
地特有の事情を抱える中、住民に
安心して帰還してもらうために
は、福祉・介護施設の整備やサー
ビス提供体制の確保に向け更なる
支援が必要であるため。
・本県における震災後の介護関連
職種の有効求人倍率は上昇傾向で
あり、また介護施設等の介護職員
の不足感が高いことから、引き続
き介護人材確保に努めていく必要
があるため。
・避難指示が解除された各市町村
において、医科・歯科診療所等、
地域で必要とされる医療機関の再
開を支援する必要があるため。
・ふたば医療センター附属病院に
おいて引き続き必要な二次救急医
療を提供する必要があるため。
・医療機関等からの要請に応じた
医師派遣や医師のキャリア形成等
の支援により、県内の医師数は着
実に増加している。
　しかし、厚労省公表の暫定的医
師偏在指標において全国ワースト
４位であるなど、状況は依然深刻
であることから、医師の派遣等に
ついてより実効性のある施策を展
開していかなければならないた
め。
・住民の帰還を見据え、被災地域
を支援するため、医師、看護師、
その他医療従事者の確保に向け、
より実効性のある施策を展開して
いかなければならないため。
・特に被災市町村において地域包
括ケアシステムの取組が進んでい
ないため。
・被災地における障がい福祉サー
ビス基盤の整備を進める必要があ
るため。

－ 未定

・東日本大震災後悪化した健康指
標は改善傾向にあるものの、未だ
に震災前の健康指標まで回復して
いないこと及び全国平均まで改善
されていないことから、今まで以
上の計画の加速を図るため、知事
をトップとした関係者との協議の
場を設置するなど、推進体制を強
化する必要があるため。

3



No 現行の取組内容 部局総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由

生活環境部

商工労働部

24
商工会などへの復興支援員配置を
通じた事業者支援

継続 － 未定

・避難地域等における事業再開は
道半ばとなっていることや、今後
建設見込の避難地域商工会館があ
ることから、十分な経営相談・支
援実施ができる体制を整備すべく
必要な人員確保に向け、引き続き
支援する必要があるため。

商工労働部

26
新たな産業（企業）の戦略的な誘
致

継続 － 未定

・イノベ構想における浜通り地域
等の復興及び再生に向けた企業立
地については、企業誘致セミナー
や現地視察ツアーの開催等によ
り、産業の集積に一定の効果が
あった。令和３年度以降も引き続
き現行の取組を継続する必要があ
るため。

商工労働部

　イ　農業の再生

27 安全な農産物の生産対策の徹底 継続 －
令和12

年度

・避難解除から間もない地域は営
農再開の初期段階であり新規作付
が予想されるとともに、帰還困難
区域は営農再開がこれからである
ことから、令和３年度以降も現行
の取組を継続する必要があるた
め。

農林水産部

28
農林水産物の放射性物質検査の徹
底及び情報の迅速･的確な公表
（再掲・農林Ｐ）

継続 ― 未定

・これまで米の全量全袋検査や牛
の全頭検査をはじめ、県産農林水
産物の安全・安心確保を目的とし
た放射性物質検査を実施してきた
ところであり、基準値超過数は大
幅に減少しているが、出荷制限が
継続する品目があるほか、根強い
風評に対応するためにも引き続き
取組が必要であるため。

農林水産部

29
出荷制限､作付制限等の解除に向
けた試験栽培等の実施

継続 －
令和12

年度

・安全な農作物が生産できること
を確認するため、試験栽培等の取
組を令和３年度以降も継続する必
要があるため。

農林水産部

30
農地､農道､農業用ダム､ため池､排
水機場､農業集落排水施設等の復
旧（再掲・農林Ｐ）

継続 － 未定

・避難指示区域等において未査定
地区があり、市町における復旧計
画等を踏まえ、農業生産活動の再
開を図るために、令和３年度以降
の取り組み継続が必要であるた
め。

農林水産部

31
農地整備や海岸保全施設の整備な
ど農林水産業基盤の強化（再掲・
農林Ｐ）

継続 － 未定

・土地改良施設の強化を進めてい
たが、近年老朽化施設が増加して
いることにより施設整備が進んで
いないため、令和３年度以降も引
き続き現行の取組を継続する必要
があるため。

農林水産部

32
地域農業の将来像（経営再開マス
タープラン等）の策定

継続 －
令和12

年度

・避難解除から間もない地域は、
営農再開の初期段階であり、帰還
困難区域は営農再開がこれからで
あるたことから、令和3年度以降
も現行の取組を継続する必要があ
るため。

農林水産部

33 営農再開に向けた農地の保全管理 継続 －
令和12

年度

・特定復興再生拠点内の農地は現
在除染を開始したところであり、
除染後に営農再開されるまでの間
は引き続き保全管理への支援が必
要。また、特定復興拠点以外の帰
還困難区域内の農地についても、
今後、拠点エリアの拡大等により
保全管理の取組が必要となるた
め。

農林水産部

商工労働部25
震災復興に向けた人材の育成･確
保、被災者の安定的な雇用確保
（再掲・中小Ｐ）

23
若者の起業による定着促進など､
地域活力向上･帰還促進に向けた
創業支援

・今後、避難指示解除等に伴い、
企業の帰還がさらに進むことが予
想されることから、引き続き雇用
確保の支援に取り組んでいく必要
があるため。

一部見直
し

継続 未定―

地域活力向上・帰還促進に向けた
創業支援

未定

・帰還困難区域が残っている現状
では、この事業を終了することは
できず、令和3年度以降も引き続
き現行の取組を継続する必要があ
るため。
・幅広い世代の起業による定着促
進を図る必要があるため。
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No 現行の取組内容 部局総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由

34
営農の再開･農業の再生に向けた
調査研究を行う「浜地域農業再生
研究センター」の整備

完了・達
成

－
平成27

年度
事業の完了 農林水産部

35
「浜地域農業再生研究センター」
における調査研究の推進

継続 －
令和12

年度

・避難解除から間もない地域は営
農再開の初期段階であり、帰還困
難区域は営農再開がこれからであ
り、令和3年度以降も現行の取組
を継続する必要があるため。

農林水産部

36
地域農業の担い手の確保･育成､営
農再開への支援

拡充
避難地域内外からの地域農業の担
い手の確保・育成、営農再開の支
援

未定

・避難解除から間もない地域は営
農再開の初期段階であり、帰還困
難区域は営農再開がこれからであ
ることから、令和3年度以降も現
行の取組を継続する必要があるた
め。
・帰還農業者のみならず、外部か
らの担い手確保を含め、地域農業
生産体制の充実を図る必要がある
ため。

農林水産部

37
住民の避難に伴い増加した野生鳥
獣による農作物等被害の防止対策
の推進

継続 －
令和12

年度

・野生鳥獣による被害が続いてい
るため。特にイノシシについて
は、継続して農作物被害を確認す
る必要があるため。
・ハクビシン、アライグマ等中型
動物について、新たな被害の拡大
も懸念されるため。
・相双家畜保健衛生所による継続
飼養農場への定期的巡回指導の継
続及び営農再開に向けた家畜の処
分に対する関係市町村等との連携
体制維持が必要であるため。

農林水産部

生活環境部

観光交流局

　ウ　森林林業の再生

39
森林施業と放射性物質の拡散抑制
対策の一体的な実施（再掲・農林
Ｐ）

継続 － 未定

・森林整備を進めているが、労働
力の確保に苦慮し、目標森林整備
面積を達成していないことから、
令和3年度以降も引き続き現行の
取り組みを継続する必要があるた
め。
・実証事業を進めたが、課題解決
に向けて知見の収集が必要である
ため。

農林水産部

40
林地､林道等の復旧（再掲・農林
Ｐ）

継続 － 未定

・山地災害危険地区の着手率が目
標に達成しておらず、令和３年度
以降も引き続き取組を継続する必
要があるため。
・帰還困難区域の解除の見通しを
踏まえ、令和３年度以降も引き続
き林道の整備事業を継続する必要
があるため。

農林水産部

　エ　水産業の再生

41
漁港､漁場､市場､水産業共同利用
施設等の復旧･復興（再掲・農林
Ｐ）

一部見直
し

漁港、漁場施設等の復旧・復興
令和7年

度

・漁場復旧支援対策事業は、旧警
戒区域等の作業に時間を要するこ
とから、令和3年度移行の事業継
続について水産庁と協議を進めて
いるため。
・震災被災施設の復旧がほぼ完了
することから、水産業共同利用施
設復旧整備事業を令和2年度で終
了し、以降は通常の経営構造改善
事業に移行してハード整備を支援
するため。

農林水産部

42
共同利用に供する漁船建造の支
援､早急な漁業生産活動の再開･活
性化支援（再掲・農林Ｐ）

継続 －
令和7年

度

・復旧支援を進めていたが、事業
が完了していないため、令和3年
度以降も引き続き現行の取組を継
続する必要があるため。

農林水産部

43
適切な水産資源管理と水産種苗研
究･生産施設の復旧による栽培漁
業の再構築（再掲・農林Ｐ）

一部見直
し

水産資源研究所の活用による栽培
漁業の再構築

令和7年
度

・平成30年度供用が開始された
水産資源研究所を活用した栽培対
象種の種苗生産や種苗生産技術開
発に取り組む必要があるため。
・調査船調査結果等にもとづく資
源解析により、適切な資源管理方
法を検討する。

農林水産部

38 継続 － 未定

・県内外の消費者に対し、風評の
払拭が図られるよう、県産品の安
全性や魅力に関する理解の促進に
引き続き取り組む必要があるた
め。

県産品の安全性や魅力に関する消
費者理解の促進（再掲・風評Ｐ）
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No 現行の取組内容 部局総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由

２　世界のモデルとなる復興･再生

（１）イノベーション・コースト構想の推進

　ア　ロボットテストフィールド

44

県内の橋りょう､トンネル､ダム､
河川､山野等を利用した災害対応
ロボット等の福島浜通りロボット
実証区域の指定

拡充

県内の橋りょう、トンネル、ダ
ム、河川・山野等を利用した災害
ロボット等の実証試験場所の拡充
及び実証試験の推進

未定

・福島ロボットテストフィールド
（RTF）が令和元年度中に全面
開所予定であり、以前よりも利用
者が増加する見込みのため。

商工労働部

企画調整部

商工労働部

危機管理部

企画調整部

企画調整部

生活環境部

商工労働部

　イ　国際産学連携拠点等（廃炉を含む）

危機管理部

企画調整部

危機管理部

企画調整部

50
廃炉や環境回復等の多様な研究分
野を対象とした先進的な共同研究
施設の整備､運用

その他 － －
・県以外の主体の取組であるた
め、点検困難。

企画調整部

51
廃炉人材等の育成､防災研修を行
う技術者研修拠点の整備､運用

その他 － －
・県以外の主体の取組であるた
め、点検困難。

企画調整部

52
廃炉､環境回復等多様な分野を対
象とした大学教育拠点の構築

継続 － 未定
・人材育成は長期的及び継続的な
取組が必要であり地元市町村から
も評価が高いため。

企画調整部

企画調整部

文化スポーツ局

54
福島大学や福島工業高等専門学校
などの高等教育機関等における廃
炉等の研究開発､人材育成の推進

その他 － －
・県以外の主体の取組であるた
め、点検困難。

　ウ　スマート･エコパーク（環境･リサイクル関連産業）

55
浜通りを中心とした環境･リサイ
クル関連産業の集積（スマート･
エコパーク）の実現

一部見直
し

浜通りを中心とした環境・リサイ
クル関連産業の集積の推進及び構
築

未定

・これまでのリサイクル資源に加
え、海洋プラスチック問題や太陽
光パネルなど新たなリサイクル需
要に対応した環境・リサイクル関
連産業の構築に向け、産学官連携
や新たな技術の実用化・事業化へ
の支援を継続する必要があるた
め。

商工労働部

　エ　エネルギー関連産業

56
避難地域への再生可能エネルギー
導入と「まちづくり」「地域の再
興」の推進

継続 －
令和4年

度

・国、県、関係機関等が策定した
「福島新エネ社会構想」に基づく
事業であり、令和4年度の事業完
了が予定されているため。

企画調整部

45

陸海空を対象とした型式認証､操
縦者の訓練､ライセンス付与､災害
時出動拠点等､福島しかない機能
を有する災害対応等ロボットの実
証拠点（ロボットテストフィール
ド）の整備､運用

一部見直
し

未定

46

原子炉格納容器の調査･補修ロ
ボットの開発･実証試験などを行
う楢葉遠隔技術開発センターの整
備･運用

47

ロボット技術開発最先端拠点とな
るようトップクラスの大学･研究
機関･企業招へいを想定した共同
研究施設の整備､運用

・県以外の主体の取組であるた
め、点検困難。

一部見直
し

福島ロボットテストフィールドの
利活用促進等

－

一部見直し後のNo.45「福島ロ
ボットテストフィールドの利活用
促進等」に統合

・各拠点の開所に伴い、拠点の利
活用促進に向けた取組を行うとと
もに新たな企業や人材の呼び込み
や拠点を利用した企業と地元企業
とのマッチング等を支援し、新た
なビジネスの創出に向けた一層の
取組が必要なため。
・福島ロボットテストフィールド
の整備事業が令和元年度末に完成
する見込みのため。

その他 －

一部見直
し

震災･原子力災害の教訓等を継承
等するためのアーカイブ拠点の利
活用促進

未定

・アーカイブ拠点については令和
２年度に開所する予定であるが、
施設において実施する収集･保存
事業の継続、調査・研究事業、研
修事業等の具体化等を図る必要が
あるため。

53
震災･原子力災害の教訓等を継承
等するためのアーカイブ拠点の整
備､運用（再掲・風評Ｐ）

48
廃炉等の研究開発･人材育成の拠
点となる廃炉国際共同研究セン
ター国際共同研究棟の整備､運用

その他 － －
・県以外の主体の取組であるた
め、点検困難。

49

燃料デブリや放射性廃棄物などの
性状把握､処理･処分技術の開発を
行う放射性物質分析･研究施設の
整備､運用

その他 － －
・県以外の主体の取組であるた
め、点検困難。
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No 現行の取組内容 部局総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由

57
（陸上風力）風力発電の大量導入
の支援

継続 －
令和22

年度

・再エネ推進ビジョンに掲げる
2040年の目標達成向け、引き続
き取組を継続する必要があるた
め。

企画調整部

58
（洋上風力）浮体式洋上風力発電
の実証研究など

完了見込
み

－
令和2年

度

・国において、引き続き、安全
性・信頼性・経済性について検証
を進め、令和２年度までに実証研
究は終了予定のため。

商工労働部

59
クリーンコール（石炭のクリーン
な利用）分野で世界をリードする
拠点の実現

継続 －
令和3年

度

・広野IGCCパワー合同会社につ
いて、令和３年９月の運転開始に
向け整備が継続される必要がある
ため。

企画調整部

60

CO₂が少なく再生可能エネル
ギーの調整電源として優れる天然
ガス（LNG）火力発電所等の立
地促進

完了見込
み

－
令和2年

度
・令和２年春に発電所が運転開始
予定のため。

企画調整部

61
天然ガス（LNG）の地域利用の
促進

その他 － －
・県以外の主体の取組であるた
め、点検困難。

企画調整部

62
復興まちづくりと連動したスマー
トコミュニティの導入

継続 －
令和22

年度

・再エネ推進ビジョンに掲げる
2040年の目標達成向け、引き続
き取組を継続する必要があるた
め。

企画調整部

企画調整部

商工労働部

企画調整部

農林水産部

65
藻類バイオマスに関する事業化支
援

完了・達
成

－
平成30

年度

・実証事業を通して、藻類バイオ
燃料の生産技術について、システ
ムとして確立できる可能性が成果
として得られたことから、所期の
目的を達成したため。

商工労働部

66
県有ダム等を活用した小水力発電
の導入促進

完了見込
み

－
令和2年

度

・平成30年度に公募を実施し優
先交渉権者を決定。今後、優先交
渉権者と契約締結に向けて協議を
実施していく予定のため。

土木部

67
浜通り地域へのエネルギー関連産
業の集積

継続 － 未定

・福島イノベーション・コースト
構想の重点施策として再生可能エ
ネルギーを位置づけており、同構
想を加速化させる上で、産業の集
積が必要であるため。

商工労働部

　オ　農林水産業

商工労働部

農林水産部

69
CLT等の新技術や木質バイオマ
スの推進による県産材の新たな需
要創出

継続 － 未定

・浪江町に整備する木材加工流通
施設が本県の林業・木材産業の拠
点となるよう、県産材の安定的・
効率的な供給体制を構築する必要
があるため。
・CLTに限定することなく、県
内で開発された新たな木材利用技
術の普及、導入促進を引き続き
図っていく必要があるため。

農林水産部

64
動植物系の廃棄物のメタン発酵ガ
ス発電システムの導入

継続 －
令和22

年度

・再エネ推進ビジョンに掲げる
2040年の目標達成向け、引き続
き取組を継続する必要があるた
め。

68

水稲超省力･大規模生産､畑作物大
規模生産､環境制御型施設園芸構
築､フラワーコースト創造､阿武隈
高地畜産業クラスター､作業支援
ロボットの推進

拡充
モビリティーによる利活用に加
え、施設などでの水素エネルギー
の利活用への拡大

令和22
年度

・水素ステーションやFCV（燃
料電池自動車）の導入等を支援し
た結果、モビリティー利用による
水素エネルギーの普及が進んでい
るが、福島水素研究フィールド産
水素の県内利用を見据えて、取組
を拡充し、さらに水素利活用の範
囲を広げることが必要であるた
め。

63
水素によるエネルギーの貯蔵･効
率的な利用の実証研究

拡充

営農再開の状況等に合わせた新た
な技術（復旧した農業用施設の維
持管理のための水路泥上げロボッ
ト、造成した海岸防災林の保育・
管理技術等）開発、ロボットトラ
クター等スマート農業技術の導入
推進

未定

・令和３年度以降は、農地や防災
林の復旧、営農再開の進捗状況に
合わせた新たな技術開発及び先端
技術の普及開発が必要となるた
め。
・未だ多くの企業が開発途中であ
ることから、浜通り地域の産業復
興を実現するため継続して実施し
ていく必要があるため。
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No 現行の取組内容 部局総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由

70
海洋における放射性物質対策の研
究･情報発信を行う水産研究拠点
の整備

完了見込
み

－
令和元年

度

・既存施設の解体工事、備品購入
が令和元年度中に完了する見込み
のため。

農林水産部

（２）未来を担う､地域を担う人づくり

　ア　先進的教育の推進

71
ふたば未来学園中･高校の校舎整
備

一部見直
し

・拡充後のNo.72「ふたば未来
学園高校を核とした先進的教育及
び人材育成の推進」に統合

・校舎整備は完了し、付属施設も
令和２年度までには完成予定のた
め。

教育庁

72
ふたば未来学園高校を核とした先
進的な教育の推進

拡充
ふたば未来学園高校を核とした先
進的教育及び人材育成の推進

未定

・避難地域12市町村を取り巻く
状況は個々に変化し多様化してお
り、課題も山積している。令和3
年度以降も引き続き現行の取組を
継続する必要があるため。
・海外でも活躍する人材育成の取
組を拡充することによって、より
一層の効果が見込まれるため。

教育庁

73
教育環境の充実､児童生徒の交通
手段の確保

一部見直
し

拡充後のNo.72「ふたば未来学
園高校を核とした先進的教育及び
人材育成の推進」に統合

・令和元度中に緊急寮の現状復旧
事業が完了する予定で、生活環境
整備は終了するが、練習環境整備
の継続が必要であるため。

教育庁

　イ　産業人材の育成

74
県立小高工業高校と県立小高商業
高校との統合高校の校舎整備

完了・達
成

－
平成29

年度
・校舎整備が完了したため。 教育庁

75

県立小高工業高校と県立小高商業
高校との統合高校におけるロボッ
ト工学の基礎知識や実践的技術な
ど先端技術教育の推進

一部見直
し

県立小高産業技術高校におけるロ
ボット工学の基礎知識や実践的技
術など先端技術教育の推進

未定

・平成29年4月に統合高校とし
て開校しており、今後に向けては
専門的な知識・技術を習得するカ
リキュラムの実践を支援し、福島
イノベーション・コースト構想な
ど地域に貢献できる人材の育成に
引き続き取り組んでいくため。

教育庁

保健福祉部

商工労働部

教育庁

77
廃炉人材等の育成､防災研修を行
う技術者研修拠点の整備､運用
（再掲・避難Ｐ）

継続 － 未定
・人材育成に係る取組は長期に及
び継続的な取組が必要であるた
め。

企画調整部

78
廃炉､環境回復等多様な分野を対
象とした大学教育拠点の構築（再
掲・避難Ｐ）

継続 － 未定
・人材育成に係る取組は長期に及
び継続的な取組が必要であるた
め。

企画調整部

（３）地域の再生を通じた交流の促進

企画調整部

文化スポーツ局

80 浜通り独自の観光資源づくり 継続 － 未定

・震災を経験した福島だからこそ
可能な「ホープツーリズム」の推
進のため、取扱旅行会社の拡大や
企業等、幅広い対象に向けたコン
テンツの造成が必要なため。

観光交流局

76

再生可能エネルギーや医工連携､
ロボットの分野など､ふくしまの
将来の産業を担う人づくり（再
掲・子どもＰ）

継続 未定

・福島イノベーションコースト構
想の推進に資する人材の育成に重
点を置いて「再生可能エネルギー
関連産業」「ロボット関連産業」
を中心とした産業分野に向けた人
材育成を、令和３年度以降も継続
する必要があるため。
・キャリア教育の視点を加味した
理数教育の推進が不十分であり、
ふくしまスーパーサイエンスス
クール事業をはじめとした各事業
により、プログラミング教育や体
験プログラムの構築等、推進して
いく必要があるため。

－

79
2020年東京オリンピック･パラ
リンピックに向けたJヴィレッジ
の再生

一部見直
し

地域や関係機関と連携した利活用
促進、Jヴィレッジ来場者による
交流の促進

未定

・Jヴィレッジは2019年4月に
グランドオープンを迎えたが、今
後、地域の発展を担う施設として
活用する必要があるため。
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No 現行の取組内容 部局総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由

企画調整部

文化スポーツ局

生活環境部

82

犠牲者への追悼と鎮魂､震災の記
録と教訓の伝承､復興への強い意
志の発信等のための復興祈念公園
等の整備（再掲・風評Ｐ）

一部見直
し

復興祈念公園等における犠牲者へ
の追悼と鎮魂、震災の記録と教訓
の伝承、復興への強い意志の発信
等

未定

・復興祈念公園等は数年内に整備
が完了し、今後、復興への強い意
志の発信等が必要になるため。
　なお、公園の一部区域について
は、2020年東京オリンピックの
開催時期までに利用が図れるよう
整備。

土木部

83
アーカイブセンター等を中心とし
た震災ツーリズムの推進

継続 － 未定

・震災を経験した福島だからこそ
可能な「ホープツーリズム」の推
進のため、取扱旅行会社の拡大
や、企業等、幅広い対象に向けた
コンテンツの造成が必要なため。

観光交流局

81
震災･原子力災害の教訓等を継承
等するためのアーカイブ拠点の整
備､運用（再掲・風評Ｐ）

一部見直
し

アーカイブ拠点については令和２
年度に開所する予定であるが、施
設において実施する収集･保存事
業の継続、調査・研究事業、研修
事業等の具体化等を図る必要があ
るため。

未定

震災･原子力災害の教訓等を継承
等するためのアーカイブ拠点の利
活用促進

9



２　生活再建支援プロジェクト

１　住まいや安全･安心の確保

（１）住まいの確保とコミュニティの形成

1
避難者ニーズに応じた原発避難者
向け復興公営住宅の整備

一部見直
し

避難者ニーズに応じた原発避難者
向け復興公営住宅の運営

未定

・いまだに恒久的な住宅への移行
が進まない多くの避難者がいるた
め。
・復興公営住宅の整備は保留分を
除き完了したため。

土木部

2
コミュニティ交流員を通じた復興
公営住宅におけるコミュニティの
形成･維持

継続 － 未定

・復興公営住宅のコミュニティ形
成には、一定期間の支援が必要で
あり、各団地のコミュニティ形成
の状況に応じた支援を継続する必
要があるため。

避難地域復興局

避難地域復興局

土木部

4
生活支援相談員を通じた応急仮設
住宅等におけるコミュニティの確
保､孤立防止対策の推進

継続 － 未定

・応急仮設住宅、復興公営住宅等
で孤立化が進まないよう、引き続
き現行の取組を継続する必要があ
るため。

保健福祉部

5
県内自主避難者に対する借上げ住
宅の供与

完了・達
成

－
平成28

年度

・自主避難者への応急仮設住宅の
供与は平成29年3月31日で終了
したため。

避難地域復興局

避難地域復興局

土木部

（２）情報提供・相談支援

危機管理部

避難地域復興局

生活環境部

8
各都道府県や市町村等に設置する
相談窓口等を通じた避難者の相談
支援

継続 － 未定

・避難生活の長期化に伴い、避難
者の抱える課題は個別化・複雑化
していることから、情報提供、相
談支援等の取組について継続が必
要であるため。

避難地域復興局

（３）保健･医療・福祉の提供、心のケア

9

被災者の健康状況悪化予防や健康
不安の解消等に向けた生活習慣の
改善や栄養サポートなどの健康支
援活動の実施

継続 － 未定

・被災者の健康保持や健康不安の
解消など、継続的な健康支援活動
を実施するにあたり、被災市町村
では保健師や栄養士等の専門職が
不足しており、引き続き人材確保
を図る必要があるため。

保健福祉部

10
被災者のための仮設診療所や高齢
者等サポート拠点の設置

一部見直
し

高齢者サポート拠点の設置等によ
る被災者のための見守り・相談体
制の充実強化

未定
・避難を継続する方に対し見守り
や相談支援事業を継続する必要が
あるため。

保健福祉部

11
被災した障がい者の福祉サービス
提供体制の整備

継続 － 未定
・令和3年度以降も震災により転
院を余儀なくされた方々の帰還支
援は必要であるため。

保健福祉部

12
長期にわたる県民健康調査を通し
た健康の保持･増進（再掲・健康
Ｐ）

継続 － 未定
・県民健康調査を通して県民の健
康の保持・増進に継続して取り組
む必要があるため。

保健福祉部

総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由

継続 － 未定

・応急仮設住宅の供与が継続して
おり、生活再建に向けた見通しを
早い段階から立ててもらうことが
重要であることから、引き続き対
応が必要なため。

継続 － 未定

・消費者被害は年々複雑・多様化
する傾向にあることから、引き続
き、消費者教育を受ける機会を確
保していく必要があるため。
・避難先での生活が長期化してい
る方に対し、本事業の情報提供の
取組について継続が必要であるた
め。

部局現行の取組No

継続 － 未定

・避難指示区域等からの避難者が
安定した住まいを確保できる環境
が整うまでの間、仮設住宅の供与
を継続する必要があるため。
・被災者の住宅の自立再建を支援
するため、令和3年度以降も引き
続き現行の取組を継続する必要が
あるため。

3
応急仮設住宅等の供与､居住環境
の維持

7
行政情報､生活情報に関するきめ
細かな情報提供

6
応急仮設住宅（借上げ住宅）から
恒久的な住宅への移行支援
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総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由 部局現行の取組No

保健福祉部

土木部

14
震災孤児等の修学及び生活に対す
る経済的支援（寄付の活用）

継続 － 未定

・遺児・孤児への給付事業を進め
ており、遺児・孤児がいなくなる
まで現在の取り組みを継続してい
く必要があるため。

こども未来局

15
相談窓口や訪問活動などによる被
災者の心のケアの推進（再掲・健
康Ｐ）

継続 － 未定

・避難生活からの帰還という前例
のない生活環境の変化の中で、葛
藤や困難を抱える被災者に対し
て、当面は現状の取組を維持する
必要があるため。

保健福祉部

総務部

生活環境部

保健福祉部

こども未来局

教育庁

（４）教育環境の整備

17
サテライト校の運営や特別支援学
校の整備など､被災した子どもた
ちの教育環境の整備

一部見直
し

特別支援学校の整備など、被災し
た子どもたちの教育環境の整備 未定

・伊達地区への特別支援学校の整
備は、一部スケジュールの遅れが
生じており、令和４年度供用開始
に向けて引き続き現行の取組を継
続する必要があるため。
・サテライト校の運営が完了見込
みであるため。

教育庁

総務部

教育庁

19
被災児童､生徒の受け入れ学校の
教員の増員

継続 － 未定

・不登校やいじめ、学力低下、体
力低下等への対応とともに新たな
目標（魅力的な教育活動の実施）
が求められていることから、各学
校の必要性に応じた加配措置を継
続する必要があるため。

教育庁

総務部

教育庁

（５）仕事・雇用の確保

21
避難先での農林漁業の再開に対す
る支援

継続 －
令和7年

度

・当面、帰還等の見通しが立たな
い避難農業者の生活再建を後押し
する取組が必要であるため。

農林水産部

22
本格的な事業再開までの被災者の
雇用確保への支援（再掲・中小
Ｐ）

継続 － 未定

・今後、避難指示解除等に伴い、
企業の帰還がさらに進むことが予
想されることから、引き続き雇用
確保の支援に取り組んでいく必要
があるため。

商工労働部

23
再開した事業所等における被災者
等の安定的な雇用確保（再掲・中
小Ｐ）

継続 － 未定

・今後、避難指示解除等に伴い、
企業の帰還がさらに進むことが予
想されることから、引き続き雇用
確保の支援に取り組んでいく必要
があるため。

商工労働部

継続 － 未定

・被災した県立学校の施設等が
残っており、今後の動向を見なが
ら復旧工事を行う必要があるた
め。
・私立学校の復旧工事に係る既存
貸付の返済完了まで期間を要する
とともに、新規貸付を行う可能性
もあるため。

継続 － 未定

・児童、生徒を取り巻く環境は多
様化・深刻化しており、心のケア
が必要な児童、生徒に対して、引
き続き支援を継続する必要がある
ため。
・甲状腺検査二次検査受診者やそ
の家族の心のケアに継続して取り
組む必要があるため。
・一層複雑化、深刻化する被災者
の相談に対応するため、引き続き
取組を継続する必要があるため。

継続 － 未定

・現在も避難指示が解除されてお
らず、避難を続けている者がいる
実態があることから、引き続き現
行の取組を行う必要があるため。

継続 － 未定

・東日本大震災後悪化した健康指
標は改善傾向にあるものの、未だ
に震災前の健康指標まで回復して
いないこと及び全国平均まで改善
されていないことから、今まで以
上の計画の加速を図るため、知事
をトップとした関係者との協議の
場を設置するなど、推進体制を強
化する必要があるため。

13
県民の健康確保のための疾病予
防･早期発見･早期治療の推進（再
掲・健康Ｐ）

20
被災した学校施設等の復旧（再
掲・子どもＰ）

18
被災した子どもたちの就学環境等
を確保するための経済的支援

16
震災や原発事故により不安やスト
レスを抱える子どもや家族の心の
ケア（再掲・健康Ｐ）
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総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由 部局現行の取組No

（６）賠償の請求支援等

24
福島県原子力損害対策協議会の活
動を通した取組や賠償請求支援

継続 － 未定

・今後も弁護士等の専門家の知見
を要する相談に対応するため、令
和3年度以降も引き続き現行の取
組を継続する必要があるため。

避難地域復興局

避難地域復興局

保健福祉部

農林水産部

（７）治安対策

26

被災者の安全･安心の確保に向け
たパトロールの強化のほか､復興
関連事業者に対する法令遵守の徹
底指導や防犯･交通教室の開催な
どによる治安対策の推進

継続 － 未定

・被災者の安全・安心の確保のた
めに、防犯ボランティア等による
パトロール活動の強化、帰還住民
に対する防犯カメラ貸出、避難
者・帰還住民を対象とした交通安
全教室などを実施し、被災地を含
む県内全域に対する治安対策を実
施した。しかし、原子力災害に伴
う避難指示が続いており、いまだ
に多数の被災者が避難を続けてい
る状況にあることから、令和３年
度以降も引き続き現行の取組を継
続する必要があるため。

警察本部

27
暴力団等反社会的勢力の排除機運
の向上

継続 － 未定

・徹底取締りや暴排広報啓発等に
より、暴力団排除に関する取組み
を積極的に実施しているが、県内
には未だ暴力団勢力が存在し、暴
力団の壊滅には至ってないことか
ら、令和3年以降も引き続き関係
機関と連携強化し必要な支援を行
う必要があるため。

警察本部

（８）きずなの維持・再生

28
ICT等を活用した避難者への情報
発信による全国各地に分散してい
る県民のきずなの維持

継続 － 未定

・未だ県内外に約４万人の県民が
避難生活を続けていることから、
今後も引き続き情報を発信するこ
とにより、きずなを維持する必要
があるため。

企画調整部

企画調整部

文化スポーツ局

農林水産部

教育庁

２　帰還に向けた取組・支援

（１）帰還支援

避難地域復興局

土木部

危機管理部

企画調整部

避難地域復興局

・未だ避難指示が解除されていな
い自治体や、応急仮設住宅の供与
が継続している自治体があること
から、本事業の取り組みについて
継続が必要であるため。

継続 － 未定

・未だ県内外に約４万人の県民が
避難生活を続けていることから、
今後も引き続き情報を発信するこ
とにより、きずなを維持する必要
があるため。

継続 － 未定

継続 － 未定

・未だ県内外に約４万人の県民が
避難生活を続けていることから、
今後も引き続き情報を発信するこ
とにより、きずなを維持する必要
があるため。
・各地域で継承されてきた民俗芸
能の活動継続・再開のために、引
き続き各団体の実情に応じたサ
ポートや、公演など披露の機会創
出が必要であるため。
・全国で活躍する地域密着型プロ
スポーツチームと連携し、ふくし
まの魅力を県内外に広く発信する
ことで、観光誘客などにも繋が
り、より一層の効果が見込まれる
ため。

・避難指示区域及び解除区域を有
する市町村については、現在も被
災家屋の解体工事が続いているた
め、申請期間内に申請できない世
帯があるため。
・被災者の見守り・相談支援事業
により、見守り・生活相談、交流
に関する取り組みを実施。今後は
被災者の仮設住宅から復興公営住
宅への移動が進んでいること等に
より、取り組みの継続が必要とさ
れるため。

継続 － 未定25
被災者等に対する災害見舞金の交
付､義援金の配分､生活再建支援金
の支給 等

31
帰還支援アプリ等を通じた情報提
供等による帰還のための支援

30
移転費用の補助や帰還先における
公営住宅等の確保

29
地域の伝統芸能や文化､スポーツ
等を通じたきずなの再生
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総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由 部局現行の取組No

危機管理部

土木部

33
住宅の二重ローン対策など､被災
者や帰還する方の住宅再建･確保
の支援

継続 － 未定

・応急仮設住宅の供与が継続して
おり、被災者の住宅の自立再建を
支援することから、令和3年度以
降も引き続き現行の取組を継続す
る必要があるため。

土木部

34 避難指示区域等の防犯機能の強化 継続 － 未定

・帰還困難区域内に特定復興再生
拠点区域が整備されるなど、復
旧・復興に伴う治安情勢は日々
刻々と変化していることから、被
災地の情勢変化に応じた迅速な対
応を行う必要があるため。

警察本部

（２）避難地域等の帰還環境の整備　※避難地域等復興加速化プロジェクトで対応

３　避難者支援体制の充実

避難地域復興局

保健福祉部

総務部

土木部

避難地域復興局

こども未来局

・母子避難者等は二重生活による
経済的な負担、避難先での孤立な
どの課題を抱えていることから、
避難先と避難元の移動に伴う経済
的負担の軽減を図るため、高速道
路無料措置の継続が必要であるた
め。
・結婚、出産、子育ての様々なラ
イフステージにおいて、切れ目の
ない支援を要することから、継続
的な取組が必要であるため。

37

子ども被災者支援法による健康や
医療の確保､子育て支援､被災者の
生活再建に向けた住宅支援などの
支援施策の充実

継続 － 未定

継続 － 未定

・避難生活の長期化に伴い、避難
者の抱える課題は個別化・複雑化
していることから、本事業の相談
支援や交流の場の提供等の取組に
ついて、継続して行う必要がある
ため。

継続 － 未定

・避難指示や応急仮設住宅の供与
等が継続しており、被災者の住宅
の自立再建を支援するため、令和
3年度以降も引き続き現行の取組
を継続する必要があるため。
・被災者生活再建支援法が適用と
ならない場合の住宅被害に対し、
被災者の早期住宅再建を支援する
必要があるため。

35
多様な主体との連携･協働による
被災者支援

32
被災住宅の再建･補修などに関す
る相談や支援

継続 －
令和7年

度

・避難指示が解除された市町村で
は住民帰還に向けた取組を進めて
おり、また、帰還困難区域を有す
る市町村では特定復興再生拠点区
域の整備等を進めていることから
復興・創生期間終了後も復旧・復
興に従事する職員が必要なため。

36
被災市町村等への職員派遣や原発
避難者特例法に基づく行政事務等
への支援
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３　環境回復プロジェクト

１　除染の推進

（１）生活圏・農林地等における除染の推進

生活環境部

農林水産部

土木部

2
講習会の開催などによる除染従事
者育成

完了見込
み

－
令和2年

度

・面的除染が完了したため（帰還
困難区域を除く。）。
・除染業務講習会受講者数が減少
したため。

生活環境部

生活環境部

農林水産部

（２）仮置場等の確保、維持管理

4
専門家等との連携や情報提供など
による住民理解の促進

完了・達
成

－
平成30

年度

・仮置場等の確保・整備が概ね終
了し住民の理解促進に係る事業が
平成30年度で終了したため。

生活環境部

（３）中間貯蔵施設の整備及び除去土壌等の輸送

5 施設･輸送の安全確保等 継続 － 未定

・除染土壌等については、2021
年度までの概ね搬入完了に向け、
引き続き、安全確認に向けた取組
を実施する必要が県外最終処分さ
れるまでの間は、引き続き、中間
貯蔵施設において適正に保管され
る必要があるため。

生活環境部

（４）全県におけるモニタリングの充実・強化

危機管理部

企画調整部

農林水産部

２　食品の安全確保

総務部

生活環境部

保健福祉部

こども未来局

農林水産部

教育庁

8
放射能や食の安全に関する知識の
普及

継続 － 未定

・福島の環境再生に向けた取組等
への関心が薄れつつある中、福島
県の現在の状況（放射線低減状
況、中間貯蔵施設の進捗・成果
等）について、継続的に理解の醸
成を図る必要があるため。

生活環境部

３　廃棄物等の処理

生活環境部

農林水産部

土木部

令和6年
度

・ため池等については令和３年度
以降も放射性物質を除去する必要
があるため。
・被災地の森林の活用のため、令
和3年度以降も除染等の実証を継
続する必要があるため。

継続 － 未定
・県民の安全を確保するため、引
き続き空間線量率については情報
提供をし続ける必要があるため。

No 現行の取組の内容 部局

3
除染技術の実証などによる技術的
支援

1
住宅や公共用施設､道路､農地､森
林等の除染･放射線量低減対策の
推進

総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由

一部見直
し

森林等の除染、放射線量低減対策
の推進、放射線物質除去・低減に
向けた技術開発

未定

・帰還困難区域を除き平成30年
３月までに面的除染が完了し、道
路等側溝堆積物の除去・処理も令
和２年度までに完了見込み。
・一方、中間貯蔵施設への除去土
壌等の搬出、特定復興再生拠点の
除染は、令和３年度以降も続く見
通し。
・県民の安全、県産農林水産物の
信頼を確保するため、放射性物質
除去・低減の技術開発は今後も取
り組む必要があるため。

継続 －

6
空間線量などのモニタリングと測
定結果の分かりやすい情報発信

継続 － 未定

・野生の山菜やきのこから依然と
して基準値を上回る放射線セシウ
ムが検出されている。引き続き放
射性物質検査を行うことにより、
食品等の安全・安心を図り、ひい
ては県民の安全・安心を確保する
必要があるため。

7
放射性物質検査による食品の安全
確保

一部見直
し

放射性物質に汚染された廃棄物処
理の促進

未定

・放射性物質に汚染された廃棄物
の処理は進められているが、一部
処理が完了していないものもある
ことから、引き続き取組を継続す
る必要があるため。
・下水汚泥等については、令和２
年度までに全ての外部搬出を達成
する見込み。

9
放射性物質に汚染された下水汚泥
等の廃棄物の早急な処理､処分先
の確保

14



No 現行の取組の内容 部局総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由

10 災害廃棄物（がれき）処理
完了見込

み
－

令和2年
度

・国の代行事業（焼却灰の保管業
務等）については、令和２年度ま
でに完了する見込みのため。

生活環境部

11 仮設焼却炉等の整備
一部見直

し

一部見直し後のNo9.「放射性物
質に汚染された廃棄物処理の促
進、保管に使用した用地の原状回
復」に統合

・仮設焼却炉の処理対象が、主に
対策地域内の廃棄物や指定廃棄物
であるため。

生活環境部

12
既存管理型処分場を活用した埋立
処分の安全･安心の確保

継続 － 未定

・指定廃棄物の埋立については、
平成29年11月の輸送開始から約
6年間での完了を予定しており、
また、埋立完了後も引き続き、県
民の不安を払拭し、県民の安全・
安心を確保する必要があるため。

生活環境部

４　環境創造センター等における研究の推進

13 環境創造センターの整備
完了・達

成
－

平成28
年度

・環境創造センターの整備工事を
進め、平成28年度までに全ての
工事等が終了したため。

生活環境部

14

空間線量や放射性物質のきめ細か
で継続的なモニタリング､国内外
の研究機関と連携した調査研究､
情報収集･発信及び教育･研修･交
流の推進

継続 － 未定

・避難地域の再生、風評・風化対
策、廃炉・汚染水対策、持続可能
な地域環境創生等を始めとした取
組が中長期的に及ぶことから、引
き続き科学的な知見に基づく措置
が講じられるよう、調査研究等を
継続する必要があるため。

生活環境部

15
福島大学環境放射線研究所におけ
る環境中の放射性物質の動きや環
境への影響の解明に向けた研究

その他 － －
・県以外の主体の取組であるた
め、点検困難。

５　廃炉に向けた安全監視

16

[廃炉に向けた取組]国及び原子力
発電事業者が示した工程の進捗状
況､廃炉に向けた取組状況に対す
る監視と県民への分かりやすい情
報提供

継続 － 未定
・廃炉までの安全確保と情報発信
を続ける必要があるため。

危機管理部

17

[災害時に備える取組]国及び原子
力発電事業者に対する事故に関連
する即時的で透明性の高い情報開
示の要求､市町村､県の間での災害
時における迅速な情報伝達等の対
策

継続 － 未定
・令和３年度以降も原子力防災体
制の充実・強化を図る必要がある
ため。

危機管理部
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４　心身の健康を守るプロジェクト

１　県民の健康の保持・増進

1
国に対する､放射線に関する各種
安全基準の早急な設定や健康に関
する情報の迅速な開示の要請

その他 ― ― ・該当部局がないため、点検困難

2
長期にわたる県民健康調査を通し
た健康の保持･増進

継続 ― 未定
・県民健康調査を通して県民の健
康の保持・増進に継続して取り組
む必要があるため。

保健福祉部

保健福祉部

農林水産部

教育庁

保健福祉部

土木部

5

被災者の健康状況悪化予防や健康
不安の解消等に向けた生活習慣の
改善や栄養サポートなどの健康支
援活動の実施（再掲・生活Ｐ）

継続 ― 未定

・被災者の健康保持や健康不安の
解消など、継続的な健康支援活動
を実施するにあたり、被災市町村
では保健師や栄養士等の専門職が
不足しており、引き続き人材確保
を図る必要があるため。

保健福祉部

6
スポーツイベントへの参加促進な
ど､心身の健康の保持･増進に向け
た県民運動の推進

完了見込
み

―
令和2年

度

・令和２年度で完了の予定だが、
令和3年度以降も、引き続き現行
の取組を継続していく必要性があ
るか要検討。

文化スポーツ局

２　地域医療等の再構築

総務部

避難地域復興局

保健福祉部

病院局

教育庁

・避難指示解除区域等において、
介護職員不足により定員まで入所
者を受け入れることができない介
護施設はもとより、民間サービス
事業者の参入が進まないなど被災
地特有の事情を抱える中、住民に
安心して帰還してもらうために
は、福祉・介護施設の整備やサー
ビス提供体制の確保に向け更なる
支援が必要であるため。
・本県における震災後の介護関連
職種の有効求人倍率は上昇傾向で
あり、また介護施設等の介護職員
の不足感が高いことから、引き続
き介護人材確保に努めていく必要
があるため。
・避難指示が解除された各市町村
において、医科・歯科診療所等、
地域で必要とされる医療機関の再
開を支援する必要があるため。
・ふたば医療センター附属病院に
おいて引き続き必要な二次救急医
療を提供する必要があるため。
・医療機関等からの要請に応じた
医師派遣や医師のキャリア形成等
の支援により、県内の医師数は着
実に増加している。
　しかし、厚労省公表の暫定的医
師偏在指標において全国ワースト
４位であるなど、状況は依然深刻
であることから、医師の派遣等に
ついてより実効性のある施策を展
開していかなければならないた
め。
・住民の帰還を見据え、被災地域
を支援するため、医師、看護師、
その他医療従事者の確保に向け、
より実効性のある施策を展開して
いかなければならないため。
・特に被災市町村において地域包
括ケアシステムの取組が進んでい
ないため。
・被災地における障がい福祉サー
ビス基盤の整備を進める必要があ
るため。

4
県民の健康確保のための疾病予
防･早期発見･早期治療の推進

継続 ― 未定

・東日本大震災後悪化した健康指
標は改善傾向にあるものの、未だ
に震災前の健康指標まで回復して
いないこと及び全国平均まで改善
されていないことから、今まで以
上の計画の加速を図るため、知事
をトップとした関係者との協議の
場を設置するなど、推進体制を強
化する必要があるため。

7
保健･医療･福祉に係る専門人材､
施設･設備の確保等､サービスの提
供体制の整備

拡充

保健、医療、福祉・介護人材の着
実な確保・育成・定着、施設及び
設備整備の推進等、サービスの提
供体制の強化

未定

部局

・子どもの健康指標の状況が震災
前に戻っていないため。
・減塩＆野菜の摂取について、無
関心層の食生活の改善を図る必要
があるため。
・地域の食に関する体験や知識を
得るための一環として、農作業体
験学習を行う小学校の数を震災前
の水準（400校）に回復させるた
め。
・管理栄養士不足は継続している
ことから、管理栄養士の県内確保
が引き続き必要となるため。

No 現行の取組の内容 総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由

3
学校給食など､食育を通じた健康
の増進

継続 ― 未定

16



部局No 現行の取組の内容 総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由

8
地域全体での見守り活動を始めと
した高齢者と地域住民との交流の
場の設置

継続 ― 未定

・高齢者が地域で支え合う町内会
等の活動への支援や、ニュース
ポーツによる高齢者の運動習慣定
着と社会参加の機会増加を図るた
め、取組の継続が必要であるた
め。
・老人クラブ会員の減少に歯止め
をかけるため、公益財団法人福島
県老人クラブ連合会と連携して、
活動内容の充実を図っていく必要
があるため。

保健福祉部

生活環境部

保健福祉部

10
救急医療体制や小児･周産期医療
体制など医療サービスの提供体制
の強化（再掲・子どもＰ）

継続 ― 未定

・平成28年4月のふくしま子ど
も・女性医療支援センター開設以
降、同センターに勤務する産科
医・小児科医の体制が充実してい
るところであり、子どもと女性の
医療に携わる医師の養成に向け
て、引き続き、取組を継続してい
く必要があるため。

保健福祉部

11
保育所や認定こども園の施設整備
を促進するなど保育サービスの充
実（再掲・子どもＰ）

継続 ― 未定

・施設整備や保育所の安全対策等
により、待機児童の解消や質の向
上に繋がっているが、待機児童が
依然として発生しているなど、引
き続き現行の取組を継続する必要
があるため。

こども未来局

保健福祉部

病院局

３　最先端医療の提供

13
「ふくしま国際医療科学セン
ター」の整備

完了・達
成

―
平成28

年度
・同センターの整備は28年度末
までに終了しているため。

保健福祉部

14

「ふくしま国際医療科学セン
ター」における県民健康調査の着
実な実施､最先端の医療設備と治
療体制の構築､世界に貢献する医
療人の育成､医療関連産業の振興

継続 ― 未定

・県民健康調査を通して県民の健
康の保持・増進に継続して取り組
む必要があるため。
・先端臨床研究センター（ふくし
ま国際医療科学センター）におい
て、国が規定する手続きに基づ
き、薬剤の安全性及び有効性を科
学的に立証するために長期間
（10年～15年程度）の取組を必
要とすることから、今後も同セン
ターの研究開発を支援していく。

保健福祉部

15
「ふくしま国際医療科学セン
ター」における国際的な保健医療
機関等との連携･協働

継続 ―
令和5年

度

・先端臨床研究センターにおける
放射性薬剤の研究開発に当たり、
大阪大学、金沢大学、近畿大学及
び国立研究開発法人量子科学技術
研究開発機構等と連携・協働を
行っており、継続して取り組む必
要があるため。

保健福祉部

４　被災者等の心のケア

総務部

保健福祉部

こども未来局

総務部

生活環境部

保健福祉部

こども未来局

教育庁

・児童、生徒を取り巻く環境は多
様化・深刻化しており、心のケア
が必要な児童、生徒に対して、引
き続き支援を継続する必要がある
ため。
・甲状腺検査二次検査受診者やそ
の家族の心のケアに継続して取り
組む必要があるため。

16
相談窓口や訪問活動などによる被
災者の心のケアの推進

継続 ― 未定

・心のケア事業を継続していたが
避難生活からの帰還という前例の
ない生活環境の変化の中で、葛藤
や困難を抱える被災者に対して、
当面は現状の取組を維持する必要
があるため。

17
震災や原発事故により不安やスト
レスを抱える子どもや家族の心の
ケア

継続 ― 未定

・こころの医療センター（仮称）
について、令和２年度に実施設
計、その後、順次整備工事を実施
することから、引き続き取組を継
続する必要があるため。
・大規模災害時に活動する災害派
遣精神医療チーム（DPAT）につ
いて、技能維持を図るため、ま
た、チーム等の数を増やす必要が
あることから継続的な取組が必要
なため。

9

障がい者一人一人がその人らしく
自立した生活ができるよう､ユニ
バーサルデザインに配慮された社
会づくり

継続 ― 未定

・ユニバーサルデザインについて
の理解促進を図る取組を行ってき
たが、まだ認知度が不十分であ
り、引き続き取組を継続する必要
があるため。

12
県民のこころを支える精神科医療
の機能強化

継続 ― 未定

17



５　子ども・若者育成プロジェクト

１　日本一安心して子どもを生み､育てやすい環境づくり

1
子どもや親の不安や悩みに対する
相談体制の整備

継続 ― 未定

・妊産婦等への支援の質の向上に
つなげるため、子育て世代包括支
援センターの令和元年度末での全
市町村設置に向けて引き続き取り
組むほか、関係機関の連携によっ
て青少年の支援に引き続き取り組
む必要があるため。

こども未来局

総務部

生活環境部

保健福祉部

こども未来局

教育庁

3
長期にわたる県民健康調査を通し
た健康の保持･増進（再掲・健康
Ｐ）

継続 ― 未定
・県民健康調査を通して県民の健
康の保持・増進に継続して取り組
む必要があるため。

保健福祉部

総務部

こども未来局

教育庁

5 18歳以下医療費無料化 継続 ― 未定

・疾病の早期発見、早期治療を促
すとともに、子育てに伴う経済的
負担の軽減につながっているた
め。

こども未来局

総務部

こども未来局

7

子ども元気復活交付金等を活用し
た子どもたちのスポーツ･文化活
動の促進や子育て支援者の人材育
成など､地域ぐるみの子育て環境
の整備

継続 ― 未定
・地域ぐるみでの子育て環境の整
備を引き続き進める必要があるた
め。

こども未来局

避難地域復興局

こども未来局

9
救急医療体制や小児･周産期医療
体制など医療サービスの提供体制
の強化

継続 ― 未定

・平成28年4月のふくしま子ど
も・女性医療支援センター開設以
降、同センターに勤務する産科
医・小児科医の体制が充実してい
るところであり、子どもと女性の
医療に携わる医師の養成に向け
て、引き続き、取組を継続してい
く必要があるため。

保健福祉部

総務部

こども未来局

・施設整備や保育士の人材確保、
保育料の支援等により、待機児童
の解消や子育て環境の向上に繋
がっていることから、引き続き取
組を継続する必要があるため。

8

子ども被災者支援法による健康や
医療の確保､子育て支援､被災者の
生活再建に向けた住宅支援などの
支援施策の充実（再掲・生活Ｐ）

継続 ― 未定

・母子避難者等は二重生活による
経済的な負担、避難先での孤立な
どの課題を抱えていることから、
避難先と避難元の移動に伴う経済
的負担の軽減を図るため、高速道
路無料措置の継続が必要であるた
め。
・結婚、出産、子育ての様々なラ
イフステージにおいて、切れ目の
ない支援が必要であり、継続的な
取組が必要であるため。

10
保育所や認定こども園の施設整備
を促進するなど保育サービスの充
実

継続 ― 未定

・放射性物質に対する保護者の不
安が残っており、また、全国に比
べて肥満傾向児の割合が高いこと
から、子どもの運動不足や体力向
上を図る必要があることから、引
き続き環境整備や子どもの健康づ
くりに取り組む必要があるため。

4
学校や保育所等における給食の検
査体制の整備

継続 ― 未定

・より一層の安全・安心を確保す
るためには、検査を継続するとと
もに結果を公表し、保護者へ広く
周知する必要があるため。

6
子どもたちが安心して遊び､運動
できる環境の整備

継続 ― 未定

部局

・教育相談体制の整備に努めてき
たが、児童、生徒を取り巻く環境
は多様化・深刻化しており、心の
ケアが必要な児童、生徒に対し
て、引き続き支援を継続する必要
があるため。
・甲状腺検査二次検査受診者やそ
の家族の心のケアに継続して取り
組む必要があるため。
・震災の影響が残る中、自殺者数
の減少を維持するための施策を継
続する必要があるため。
・アウトリーチ支援が必要な精神
障がい者に対して支援を継続して
いく必要があるため。
・一層複雑化、深刻化する被災者
の相談に対応するため、引き続き
取組を継続する必要があるため。

No 現行の取組の内容 総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由

2
震災や原発事故により不安やスト
レスを抱える子どもや家族の心の
ケア（再掲・健康Ｐ）

継続 ― 未定
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部局No 現行の取組の内容 総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由

２　復興を担う心豊かなたくましい人づくり

生活環境部

文化スポーツ局

教育庁

12

少人数教育を生かしたきめ細やか
な指導､魅力ある教材の開発､教員
の資質向上等による確かな学力の
育成

継続 ― 未定

・少人数教育だからこそできる授
業の実施や指導形態の工夫など、
今後も継続した研究が必要となる
ため。
・「学力の伸び」を継続的に調査
するほか、児童生徒の活用力の育
成や、アクティブ・ラーニングの
視点を取り入れた授業の実施な
ど、一人一人の児童生徒の学力向
上に取り組む必要があるため。

教育庁

文化スポーツ局

教育庁

文化スポーツ局

教育庁

保健福祉部

農林水産部

教育庁

商工労働部

教育庁

総務部

保健福祉部

こども未来局

教育庁

・震災による孤児・遺児に対する
生活・就学支援や、被災児童・生
徒の就学支援等が引き続き必要で
あるため。
・困難を抱える子どもを支援に繋
げるため、地域での関係機関や団
体の連携が必要であるため。
・今後も、能力があるにもかかわ
らず経済的理由により修学困難と
認められる者に対して奨学資金を
貸与し、教育機会均等を図る必要
があるため。

16
中･高校生や大学生など若者の社
会活動（ボランティアや地域活
動）等を通じた復興への参画推進

継続 ― 未定

・子どもたちが主体的に考え、判
断し、本県の復興や地域活性化に
寄与できるような取組を継続的に
実施していく必要があるため。

17 奨学金等による修学支援 継続 ― 未定

・子どもの健康指標の状況が震災
前に戻っていないため。
・減塩＆野菜の摂取について、無
関心層の食生活の改善を図る必要
があるため。
・地域の食に関する体験や知識を
得るための一環として、農作業体
験学習を行う小学校の数を震災前
の水準（400校）に回復させるた
め。
・管理栄養士不足は継続している
ことから、管理栄養士の県内確保
が引き続き必要となるため。

14
子どもたちが自ら健康の保持･増
進を図ることができるような健康
教育の推進

継続 ― 未定

・全国体力・運動能力、運動習慣
調査の体力合計点が全国平均に達
していないほか、肥満傾向児の出
現率が全国平均を上回っているこ
とから、体を動かすことの魅力を
伝え、運動の定着化、体力向上に
つなげていけるよう取組を進める
必要があるため。

15
学校給食など､食育を通じた健康
の増進（再掲・健康Ｐ）

継続 ― 未定

・豊かな心の育成のためには、心
の基盤づくりとしての道徳教育の
充実が必要不可欠であり、継続的
に取り組む必要があるため。
・ＬＧＢＴ等の今日的な人権課題
への取組の必要性はより一層高
まっており、組織的・計画的に
行っていく必要があるため。

11

理数教育､防災教育の大幅な充実
や国際化の進展に対応できる人づ
くりなどによる､ふくしまならで
はの教育の推進

継続 ― 未定

・理数教育については、算数・数
学、理科コンテスト等を通じた理
数教育の充実により、児童生徒の
学力向上を図る必要があるため。
・放射線教育・防災教育について
は、震災・原発事故からの時間の
経過を踏まえた新たな指導資料の
作成が必要となるため。
・国際化については、ふたば未来
学園におけるスーパーグローバル
ハイスクール事業を通じて、グ
ローバルな視野を持った地域リー
ダーの人材育成を目指す取組を推
進する必要があるため。
・震災・原子力災害を経験してい
ない子どもたちが、県内で復興に
取り組む団体等の取材や新聞づく
りを通して、震災・原子力災害か
らの福島の復興について深く理解
する機会を継続的に図る必要があ
るため。

13
道徳教育やボランティア等の体験
活動を通じた復興を支える豊かな
こころの育成

継続 ― 未定
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部局No 現行の取組の内容 総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由

総務部

教育庁

保健福祉部

こども未来局

教育庁

３　産業復興を担う人づくり

保健福祉部

商工労働部

教育庁

総務部

企画調整部

商工労働部

教育庁

22
福島大学と連携した農学系人材の
育成

継続 ― 終期なし

・平成31年4月1日に食農学類開
設となったため、引き続き連携の
推進に係る取組を実施する必要が
あるため。

企画調整部
農林水産部

23
県立小高工業高校と県立小高商業
高校との統合高校の校舎整備（再
掲・避難Ｐ）

完了・達
成

―
平成29

年度
・工事が完了したため。 教育庁

24

県立小高工業高校と県立小高商業
高校との統合高校におけるロボッ
ト工学の基礎知識や実践的技術な
ど先端技術教育の推進（再掲・避
難Ｐ）

一部見直
し

県立小高産業技術高校におけるロ
ボット工学の基礎知識や実践的技
術など先端技術教育の推進

未定

・平成29年4月に統合高校として
開校しており、今後に向けては専
門的な知識・技術を習得するカリ
キュラムの実践を支援し、福島イ
ノベーション・コースト構想など
地域に貢献できる人材の育成に引
き続き取り組んでいく必要がある
ため。

教育庁

・COC＋については文部科学省
の補助事業が令和元年度に終了す
るが、COC＋の枠組みにかかわ
らず、県内の大学等による地域貢
献や人材育成、地元定着などの取
組を引き続き支援する必要がある
ため。
・若者の県内定着につながるICT
技術を活用した新たなしごと創
出・起業には、シーズと地域ニー
ズのマッチングや専門家の支援な
ど継続した取組が必要となるた
め。

20
再生可能エネルギーや医工連携､
ロボットの分野など､ふくしまの
将来の産業を担う人づくり

継続 ― 未定

・イノベーションコースト構想の
推進に資する人材の育成に重点を
置いて「再生可能エネルギー関連
産業」「ロボット関連産業」を中
心とした産業分野に向けた人材育
成を、令和３年度以降も継続する
必要があるため。
・キャリア教育の視点を加味した
理数教育の推進が不十分であり、
ふくしまスーパーサイエンスス
クール事業をはじめとした各事業
により、プログラミング教育や体
験プログラムの構築等、推進して
いく必要があるため。

21
福島大学C O C＋による原子力災
害からの地域再生を担う人材の育
成など､県内高等教育の充実

一部見直
し

各大学等による地域貢献や人材育
成、地元定着への取組の支援な
ど、県内高等教育の充実

未定

・PTAや地域、企業と連携し、
家庭教育について親自身が学ぶ機
会を充実させる必要があるため。
・子どもたちを健やかに育むため
に、地域と学校が双方向に連携・
協働し合う体制づくりを進める必
要があるため。
・学校や公民館を活用した放課後
子ども教室の設置等を通じて、子
ども同士または子どもと大人の異
年齢の交流を図り、地域づくりや
地域コミュニティの再生にも繋げ
ていく必要があるため。
・特別な支援を必要とする子ども
の増加に対応して、市町村や学校
等を支援する体制づくりを進める
必要があるため。

18 被災した学校施設等の復旧 継続 ― 未定

・被災した県立学校の施設等が
残っており、今後の動向を見なが
ら復旧工事を行う必要があるた
め。
・私立学校の復旧工事に係る既存
貸付の返済完了まで期間を要する
とともに、新規貸付を行う可能性
もあるため。
・県立学校応急仮設校舎等につい
ては、帰還に向けた具体的な設置
場所や学校の在り方について、関
係自治体との調整が必要となるた
め。

19
地域住民による放課後活動の支援
など､学校･家庭･地域が一体と
なった地域全体での教育の推進

継続 ― 未定
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６　農林水産業再生プロジェクト

１　安全･安心を提供する取組

1
農林水産物の放射性物質検査の徹
底及び情報の迅速･的確な公表

継続 ― 未定

・これまで米の全量全袋検査や牛
の全頭検査をはじめ、県産農林水
産物の安全・安心確保を目的とし
た放射性物質検査を実施してきた
ところであり、基準値超過数は大
幅に減少しているが、出荷制限が
継続する品目があるほか、根強い
風評に対応するためにも引き続き
取組が必要であるため。

農林水産部

2
放射性物質の農林水産物への吸収
抑制のための研究等

継続 ―
令和12

年度

・科学的な裏付けに基づく安全な
農林水産物の生産を継続するため
の技術開発が必要であるため。

農林水産部

3
ＧＡＰやトレーサビリティシステ
ムなど消費者の安心感を高める取
組推進

継続 ― 未定

・2020東京オリンピック・パラ
リンピックへの食材供給を実現
し、これを契機にＧＡＰ認証農林
産物による風評払拭を達成するた
め、令和３年度以降も引き続き現
行の取組を継続する必要があるた
め。
・一般消費者が店頭で手軽にＧＡ
Ｐ認証農産物を手にできるほど生
産量が増加していないため、県産
農林産物の風評払拭に結びつける
ためには、令和３年度以降も引き
続き現行の取組を継続する必要が
あるため。

農林水産部

観光交流局

農林水産部

生活環境部

観光交流局

観光交流局

農林水産部

２　農業の再生

7
農地､農道､農業用ダム､ため池､排
水機場､農業集落排水施設等の復
旧

継続 ― 未定

・避難指示区域等において未査定
地区があり、市町における復旧計
画等を踏まえ、農業生産活動の再
開を図ることから、令和３年度以
降の取り組み継続が必要であるた
め。

農林水産部

8
農地整備や海岸保全施設の整備な
ど農林水産業基盤の強化

継続 ― 未定

・土地改良施設の強化を進めてい
たが、近年老朽化施設が増加して
いることにより施設整備が進んで
いないことから、令和３年度以降
も引き続き現行の取組を継続する
必要があるため。

農林水産部

9 農地の除塩対策の推進
完了・達

成
―

平成28
年度

・平成23年度より実施してきた
除塩を要する農地への取組が完了
したため。

農林水産部

10
震災により深刻な影響を受けてい
る地域農業の復興に向けた農地の
利用集積の促進

拡充

震災により深刻な影響を受けてい
る地域農業の復興に向けた農地の
利用集積、農地の受け手となる担
い手確保の促進

未定

・担い手等への農地集積を進めて
きたが、条件不利地域等の担い手
不足等により計画が達成していな
いため、引き続き現行の取組を継
続するとともに、帰還農業者のみ
ならず外部からの担い手確保を図
る必要があるため。

農林水産部

6
県産品の安全性や魅力に関する流
通事業者･量販店等の理解促進･販
路の開拓（再掲・風評Ｐ）

継続 ― 未定

・県産農林水産物の価格が震災前
の水準まで回復しておらず、ま
た、いまだ22の国・地域で本県
産食品の輸入規制が継続するな
ど、県産農林水産物を取り巻く環
境は厳しい。
・「ふくしまプライド。」のメッ
セージとともに、引き続き、効果
的かつ戦略的な販売促進対策、多
様な販路の開拓、消費者に魅力を
より伝えるパッケージング、輸入
が緩和された地域への輸出促進や
規制緩和に向けた取組など、とり
うる手段を最大限活用していく必
要があるため。

・県内外の消費者に対し、風評の
払拭が図られるよう、県産品の安
全性や魅力に関する理解の促進に
引き続き取り組む必要があるた
め。

4
正確な情報発信による国内外への
農林水産物の安全性と魅力のPR

継続 ― 未定

・依然として残る風評に対応する
ため、効果的かつ戦略的な販売促
進対策、販路回復及び多様な販路
の確保、消費者に魅力を伝える
パッケージング、国と連携した流
通実態の調査・検証、輸入規制緩
和に向けた取組など、総合的に展
開し、県産農林水産物の価格を震
災前の水準まで回復させるため、
現行の取組を継続する必要がある
ため。

5
県産品の安全性や魅力に関する消
費者理解の促進（再掲・風評Ｐ）

継続 ― 未定

部局No 現行の取組の内容 総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由
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部局No 現行の取組の内容 総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由

11
農地･農業用施設の復旧と合わせ
た大区画ほ場の整備（再掲・基盤
Ｐ）

継続 ― 未定

・令和2年度目標に対し平成30年
度末までに８８.９％の農地復旧を
達成したが、平成28年7月に避難
指示が解除された南相馬市小高区
等では地元合意形成が遅延し、こ
れから本格的な工事が行われる地
区もあることから、引き続き、現
行の取組を継続していく必要があ
るため。

農林水産部

生活環境部

農林水産部

生活環境部

農林水産部

13
被災した農業者等に対する資金融
通

継続 ― 未定

・営農再開状況や風評被害の影響
など、引き続き、東日本大震災関
連の県内各地方の資金需要等の現
状を把握しつつ、各事業について
の適切な対応を図っていく必要が
あるため。

農林水産部

14
被災した農業法人などの経営再建
のための雇用の確保の促進

完了・達
成

―
平成30

年度

・経営拡大を目指す事業者が、雇
用により経営改善の兆しが見えた
ため。
・雇用時の研修等により農業関連
技能を有する人材の育成ができた
ため。

農林水産部

農林水産部

教育庁

―
新たな取

組
県オリジナル品種による競争力の

強化
未定

・米やぶどう、桃、ほんしめじな
ど県オリジナル品種の研究開発・
普及などの事業を集約して新たな
取組として位置づけるため。

農林水産部

16
大規模農業法人や集落営農組織
等､地域農業をけん引する担い手
の育成

継続 ― 未定

・地域農業の担い手の育成や、企
業の参入等、新たな担い手の確保
が不十分であることから、引き続
き、企業の個別相談や現地視察、
マッチングなどに取り組む必要が
あるため。

農林水産部

17

震災により深刻な影響を受けてい
る地域農業の復興に向けた再生可
能エネルギーを活用した野菜工場
などの大規模施設園芸団地の形成

完了・達
成

―
平成28

年度

・浜通り地域において、営農再開
や規模拡大のための生産資機材の
導入を支援し、事業の目的は達成
したため。
・当該地域については、現在も国
庫事業及び他の県単事業による支
援が可能であるため。

農林水産部

18
農林水産業と観光との連携､加工
分野の育成など､地域産業の6次
化の推進

継続 ― 未定

・６次化商品販路拡大事業等によ
り“売れる６次化商品”の開発、
製造、販売などに要する支援策を
進めたことにより、販売額や商品
数は目標を上回ったが、従事者数
は目標を達成していないことか
ら、令和3年度以降も引き続き現
行の取組を継続する必要があるた
め。
　また、県内酒造業者の70％が
県産米の利用拡大を希望している
ことから、引き続き他県産米から
県産米への切替の推進が必要とな
るため。

農林水産部

19
被災した生産基盤の回復と経営の
協業化による足腰の強い畜産経営
体の育成

継続 ―
令和12

年度

・採卵鶏の飼養羽数については、
震災前と比較し、震災後７年間で
94％までしか回復しておらず、
乳用牛、肉用牛の飼養頭数につい
ては、震災前と比較し、未だ66
～70％程度となっていることか
ら、引き続き、肉用牛の生産基盤
の回復や、酪農の担い手育成・確
保対策や経営規模の拡大、更に畜
産産地の再生支援等に継続的に取
り組む必要があるため。

農林水産部

・農業短期大学校における強い営
農意欲と経営感覚を身に付けた卒
業生の輩出と就農率の向上や、就
農相談、マッチング支援、さらに
は、就農に向けた給付金の交付な
ど様々な施策を通じて、新規就農
者の確保を図る必要があるため。
・就農者の高齢化や避難地域の営
農再開といった状況を踏まえ、先
端技術活用による生産性や収益性
の高い農業の導入を進める必要が
あるため。

―
新たな取

組
地域ぐるみで進める鳥獣被害対策 未定

・鳥獣被害対策については、避難
地域だけでなく全県的な対応が必
要であり、喫緊の課題であるた
め。

15
新規就農者の確保及び農業者に対
する新たな経営･生産方式の習得
等の機会の提供等担い手の育成

継続 ― 未定

・被災12市町村については営農
再開や販路拡大に向けた支援が継
続的に必要となるため。
・農業用施設や営農用資器材等の
復旧、生産資材等の購入経費の助
成については、津波被災地での農
地整備事業が令和2年度までに完
了しない地区があることから、引
き続き支援を継続する必要がある
ため。

12
農業用施設等の補修など被災した
農林漁業者等に対する支援

継続 ― 未定

22



部局No 現行の取組の内容 総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由

20

震災により深刻な影響を受けてい
る農村地域の復興に向け､日本型
直接支払制度に基づく農業･農村
の多面的機能の発揮の促進

継続 ―
未定

・解消された遊休農地がある一方
で、担い手等の減少は続いてお
り、耕作放棄地の面積は依然とし
て増加傾向にある。このことか
ら、令和３年以降も遊休農地の活
用促進の取組が必要であるため。
・多面的機能支払と中山間直接支
払については、今後も農地の維持
及び多面的機能の保持をすること
で、農業・農村の維持発展と県民
生活の安全を確保する観点から
も、取組の継続が必要であるた
め。
　また、環境問題に対する関心が
高まる中で、本県農業・農村の復
興を進めるうえで重要な取組であ
り、継続が必要であるため。

農林水産部

商工労働部

農林水産部

３　森林林業の再生

22 林地､林道等の復旧 継続 ― 未定

・山地災害危険地区の着手率が目
標に達成しておらず、令和３年度
以降も引き続き取組を継続する必
要があるため。
・帰還困難区域の解除の見通しを
踏まえ、令和３年度以降も引き続
き林道災害復旧事業を継続する必
要があるため。

農林水産部

23
森林施業と放射性物質の拡散抑制
対策の一体的な実施

継続 ― 未定

・森林整備を進めているが、労働
力の確保に苦慮し、目標森林整備
面積を達成していないため、令和
3年度以降も引き続き現行の取り
組みを継続する必要があるため。
・実証事業を進めたが、課題解決
に向けて知見の収集が必要であ
り、現行の取組を継続する必要が
あるため。
・原発事故以降、民有林全域の空
間線量率を調査している例は他に
なく、コナラと土壌成分の関係な
ど新たな知見にも対応が必要なこ
とから、令和3年度以降も現行の
取組を継続する必要があるため。

農林水産部

農林水産部

土木部

企画調整部

農林水産部

農林水産部

教育庁

27
防災林の造成など森林の防災機能
の強化

継続 ― 未定

・公共事業予算の削減により山地
災害危険地区着手率の目標達成し
ていないため、県民生活の安全・
安心を確保することから、令和3
年以降も引き続き現行の取組を継
続する必要があるため。
・他事業との調整で工事が遅れて
いることから、令和3年以降も引
き続き現行の取組を継続する必要
があるため。

農林水産部

・高校生を対象とした現地見学会
や既就業者の研修への支援を行
い、新規林業就業者を直近値（平
成３０年）で８８名確保したが、
目標値（平成３２年度）２５０人
以上に達していないため、取組を
拡充する必要があるため。

25

木質バイオマスなど本県が持つ豊
かな自然環境を最大限生かした再
生可能エネルギー事業の導入拡大
（再掲・新産業Ｐ）

継続 ―
令和22

年度

・「再エネ先駆けの地」実現のた
めにも、風力、小水力、バイオガ
ス（食物残渣等）、地熱バイナ
リー発電など本県が持つ豊かな自
然環境等を活用することで再生可
能エネルギーの普及拡大を図って
いく必要があるため。

26
新規就業者の確保及び林業者に対
する新たな経営･生産方式の習得
等の機会の提供等担い手の育成

拡充

新規就業者の確保・既就業者の定
着及び林業従事者に対する知識や
技術の習得等の機会の提供等担い
手の育成

未定

・栽培きのこの生産量は震災前の
7割程度の回復にとどまってお
り、引き続き生産者を支援する取
組が必要。
・これまで木材の安定供給のた
め、素材生産の効率化を図る炉網
整備や高性能林業機械の導入、木
材加工流通施設や木質バイオマス
利用施設などの事業を実施してき
た。
　今後に向けては、間伐等森林整
備の着実な実施と素材生産の一層
の効率化に資するため、航空レー
ザ計測による高精度の森林情報の
取得に継続的に取り組む必要があ
る。

21

水稲超省力･大規模生産､畑作物大
規模生産､環境制御型施設園芸構
築､フラワーコースト創造､阿武隈
高地畜産業クラスター､作業支援
ロボットの推進（再掲・避難Ｐ）

拡充

営農再開の状況等に合わせた新た
な技術開発（復旧した農業用施設
の維持管理のための水路泥上げロ
ボット、造成した海岸防災林の保
育・管理技術等）、ロボットトラ
クター等スマート農業技術の導入
推進

未定

・令和３年度以降は、農地や防災
林の復旧、営農再開の進捗状況に
合わせた新たな技術開発及び先端
技術の普及開発が必要となるた
め。
・未だ多くの企業が開発途中であ
ることから、浜通り地域の産業復
興を実現するため継続して実施し
ていく必要があるため。

24 木材等林産物の安定的な供給 継続 ― 未定

23



部局No 現行の取組の内容 総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由

28
CLT等の新技術や木質バイオマス
の推進による県産材の新たな需要
創出（再掲・避難Ｐ）

継続 ― 未定

・浪江町に整備する木材加工流通
施設が本県の林業・木材産業の拠
点となるよう、県産材の安定的・
効率的な供給体制を構築する必要
があるため。
・CLTに限定することなく、県内
で開発された新たな木材利用技術
の普及、導入促進を引き続き図っ
ていく必要があるため。

農林水産部

29
地域林業を支える素材生産事業者
等への支援強化

完了・達
成

―
平成29

年度

・素材生産の効率向上を図る路網
整備や高性能林業機械の導入、木
材の安定供給のための木材加工流
通施設や森林資源を活用した林
業・木材産業の推進を図るための
木質バイオマス利用施設等につい
て事業を行い、東日本大震災から
の復興を図るとともに、林業の成
長産業化を推進したため。

農林水産部

４　水産業の再生

農林水産部

土木部

31
共同利用に供する漁船建造の支
援､早急な漁業生産活動の再開･活
性化支援

継続 ―
令和7年

度

・復旧支援を進めていたが、事業
が完了していないため、令和3年
度以降も引き続き現行の取組を継
続する必要があるため。

農林水産部

32
経営の協業化や低コスト生産によ
る収益性の高い漁業経営の推進

継続 ― 未定

・沿岸漁業は試験操業段階で、平
成30年度の水揚額が震災前の
25％に留まっており、復興に向
けて、現場が直面する課題の解決
が必要であることから、令和3年
以降も引き続き現行の取組を継続
する必要があるため。

農林水産部

農林水産部

教育庁

34
適切な水産資源管理と水産種苗研
究･生産施設の復旧による栽培漁
業の再構築

一部見直
し

水産資源研究所の活用による栽培
漁業の再構築

令和7年
度

・平成30年度供用が開始された
水産資源研究所を活用した栽培対
象種の種苗生産や種苗生産技術開
発に取り組む必要があるため。
・調査船調査結果等にもとづく資
源解析により、適切な資源管理方
法を検討する必要があるため。

農林水産部

35
被災した漁業者等に対する資金融
通

一部見直
し

被災した漁業者等に対する利子補
給の継続

令和１２
年度

・資金需要は減少傾向にあり、令
和2年度までに貸付は終了する見
込みであり、今後は利子補給を継
続的に実施する必要があるため。

農林水産部

36
海洋における放射性物質対策の研
究･情報発信を行う水産研究拠点
の整備（再掲・避難Ｐ）

完了見込
み

―
令和元年

度

・既存施設の解体工事、備品購入
が令和元年度中に完了する見込み
のため。

農林水産部

・震災以来低迷していた新規漁業
就業者数が、平成28、29年は
10名以上に拡大しており、担い
手対策は一定の効果があったと認
められるが、漁業就業者の高齢化
と減少は依然として深刻であるた
め、新しい技術・知見を活用した
効率的な漁業の普及に更なる担い
手の育成が必要であるため。
・また、6次化商品開発等の支援
を行い、漁家の経営能力の向上を
図る必要があるため。

30
漁港､漁場､市場､水産業共同利用
施設等の復旧･復興

一部見直
し

漁港、漁場施設等の復旧・復興
令和7年

度

・漁場復旧支援対策事業は、旧警
戒区域等の作業に時間を要するこ
とから、令和3年度以降の事業継
続について水産庁と協議を進めて
いるため。
・震災被災施設の復旧がほぼ完了
することから、水産業共同利用施
設復旧整備事業を令和2年度で終
了し、以降は通常の経営構造改善
事業に移行してハード整備を支援
する必要があるため。

33
漁業担い手の育成支援と漁業技術
や経営能力向上の取組支援

拡充
漁業担い手の育成支援や、6次化
商品開発等の支援を通じた漁家経
営向上対策の強化

未定
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７　中小企業等復興プロジェクト

１　県内中小企業等の振興

（１）復旧・復興

1

震災･原発事故により事業活動に
影響を受けている中小企業等への
ふくしま復興特別資金等による資
金支援

継続 － 未定

・被災事業者への資金支援を行っ
たが、避難区域内の事業者や、根
強い風評被害のため資金繰りが悪
化している事業者からの資金需要
が多いことから、令和3年度以降
も引き続き現行の取組を継続する
必要があるため。

商工労働部

2
避難指示解除等区域等から移転を
余儀なくされている中小企業等に
対する融資

継続 － 未定

・未だ帰還できない事業者もお
り、引き続き現行の取組を進める
必要があるため。
・帰還困難区域が残っている現状
では、この事業を終了することは
できず、令和3年度以降も引き続
き現行の取組を継続する必要があ
るため。

商工労働部

3

中小企業等グループ施設等復旧整
備補助事業等を活用した被災企業
の施設･設備の復旧補助による再
開･帰還促進

継続 － 未定

・未だ帰還できない事業者もお
り、引き続き現行の取組を進める
必要があるため。
・帰還困難区域が残っている現状
では、この事業を終了することは
できず、令和3年度以降も引き続
き現行の取組を継続する必要があ
るため。

商工労働部

4
仮設店舗や工場用地･空き工場等
の紹介など､移転を余儀なくされ
た被災事業者の事業再建支援

継続 － 未定
・未だ帰還できない事業者や仮営
業の事業者がおり、引き続き現行
の取組をする必要があるため。

商工労働部

5
商工会などへの復興支援員配置を
通じた事業者支援（再掲・避難
Ｐ）

継続 － 未定

・原子力災害による避難指示は順
次解除が進んでいる一方で、現在
も避難指示が継続している区域が
あり、避難地域等における事業再
開は道半ばとなっていることや、
今後建設見込の避難地域商工会館
があることから、十分な経営相
談・支援実施ができる体制を整備
すべく必要な人員確保に向け、引
き続き国へ要望していく必要があ
るため。

商工労働部

6
本格的な事業再開までの被災者の
雇用確保への支援

継続 － 未定

・今後、避難指示解除等に伴い、
企業の帰還がさらに進むことが予
想されることから、引き続き雇用
確保の支援に取り組んでいく必要
があるため。

商工労働部

7
福島復興再生特別措置法や東日本
大震災復興特別区域法に基づく課
税の特例による事業者等への支援

継続 － 未定
・今なお事業者から本制度の問い
合わせがあり、ニーズが高いもの
と考えられるため。

企画調整部

8
再開した事業所等における被災者
等の安定的な雇用確保

継続 － 未定

・今後、避難指示解除等に伴い、
企業の帰還がさらに進むことが予
想されることから、引き続き雇用
確保の支援に取り組んでいく必要
があるため。

商工労働部

9

[被災した市街地の再生]地域コ
ミュニティの核となる地場商店街
のにぎわいづくり

[住民によるコミュニティの再生]
商店街活性化など地域のにぎわい
づくり

継続 － 未定

・引き続き、商店街が持つ多様な
機能を維持していくことから、地
域の特色に応じた商店街の魅力と
にぎわいの創出に取り組んでいく
必要があるため。

商工労働部

10
小規模事業者等の経営課題に対応
するための､オールふくしま経営
支援体制による支援の推進

継続 － 未定

・県内中小事業者を取り巻く経済
環境は依然不透明であり、本事業
の継続により事業者が抱える経営
課題の解決に向けた取り組みを進
めていく必要があるため。

商工労働部

No 現行の取組の内容 部局総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由

25



No 現行の取組の内容 部局総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由

（２）販路開拓､取引拡大

11
工業製品･加工食品等の放射性物
質検査の徹底及び情報の迅速･的
確な公表

継続 － 未定
・引き続き消費者に対する安全・
安心の提供や製造業の放射線対策
への支援が必要なため。

商工労働部

12
航空宇宙産業分野における県内企
業の取引拡大やネットワーク強化
の支援

一部見直
し

・No.13の「訴求力のある商品や
基盤技術の開発支援、販売開拓、
県産品の価値向上」に統合。

商工労働部

商工労働部

観光交流局

商工労働部

観光交流局

15

小規模事業者等の経営課題に対応
するための､オールふくしま経営
支援体制による支援の推進（再
掲・中小Ｐ）

継続 － 未定

・県内中小事業者を取り巻く経済
環境は依然不透明であり、本事業
の継続により事業者が抱える経営
課題の解決に向けた取り組みを進
めていく必要があるため。

商工労働部

（３）人材育成・人材確保

16

テクノアカデミー等による専門的
かつ実践的な教育訓練や､事業者
の自己研鑽や企業･団体の研修制
度への支援

継続 － 未定

・テクノアカデミー等による専門
的かつ実践的な教育訓練、事業者
の自己研鑽や企業・団体の研修制
度への支援を行い一定の効果が
あったが、人手不足の状況下では
個々の技能・技術等を高めること
も必要不可欠であることから、こ
の事業を終了することはできず、
令和３年度以降も現行の取組を継
続していく必要があるため。

商工労働部

17
ふくしま産業人材育成コンソーシ
アム等と地域産業との連携強化に
よる産業人材の育成

継続 － 未定

・在職者及び求職者等を対象とし
た産業人材育成に一定の効果が
あったが、更にイノベーション
コースト構想の推進に資する人材
の育成に重点を置いて「再生可能
エネルギー関連産業」「ロボット
関連産業」を中心とした産業分野
に向けた人材育成を、令和3年度
以降も継続する必要があるため。

商工労働部

保健福祉部

商工労働部

教育庁

－

・訴求力のある商品や基盤技術の
開発、さらに商品の価値向上や販
路開拓のためには、下請け型企業
を重視した御用聞き訪問活動を通
して、自社ブランド構築に向けた
新商品開発のきっかけづくりや、
開発した商品を売り出す販路開拓
により、売れる商品づくりに必要
な知識と経験を得るための支援を
行う必要があるため。
・「ふくしまプライド。」のメッ
セージとともに県産品の魅力発信
を通じて、引き続き、県産品の安
全性や魅力に関する流通事業者･
量販店等の理解促進･販路の開拓
を図る必要があるため。

－ 未定

・高校生が新しい産業である医療
関連産業や再生可能エネルギー関
連産業への興味・関心がより高ま
るよう、効果的なＰＲが必要であ
るとともに、地域や企業のニーズ
に適合した人材の育成・確保が求
められているため。
・義務教育においては、キャリア
教育の視点を加味した理数教育の
推進により、プログラミング教育
や体験プログラムの構築等、推進
していく必要があるため。

未定

－ 未定

・企業の販路開拓のため、継続的
な支援が必要であるため。
・商談機会の増加に向け、全国規
模の展示会等への出展は有効な取
組であり、中小企業のニーズもあ
るため。

13
訴求力のある商品や基盤技術の開
発支援､販路開拓､県産品の価値向
上

14
全国規模の展示会等に出展する中
小企業に対する支援

継続

継続

18

再生可能エネルギーや医工連携､
ロボットの分野など､ふくしまの
将来の産業を担う人づくり（再
掲・子どもＰ）

継続
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No 現行の取組の内容 部局総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由

19
地域産業を支える人材の確保､若
年層の首都圏からの人材還流

継続 － 未定

・ふるさとへの想いの醸成をはじ
め、企業情報等発信やインターン
シップの促進、企業とのマッチン
グ支援等により、学生の本県への
還流・定着を進めているが、令和
3年度以降も引き続き現行の取組
を継続する必要があるため。

商工労働部

２　企業誘致の促進

20
福島産業復興企業立地補助金など
による企業誘致を通じた産業の復
興

継続 － 未定

・企業誘致については、企業立地
補助金の活用などにより、産業の
振興に一定の効果があったが、一
部事業については令和３年度以降
も引き続き現行の取組を継続する
必要があるため。

商工労働部

商工労働部

企業局

22 相馬工業用水道の給水能力の向上
一部見直

し
給水需要動向を見極めた相馬工業
用水道の給水能力の向上

未定

・工業用水の給水需要に変化が生
じ、事業計画（浄水場増設工事の
施工時期）の見直しが必要となっ
たため。

企業局

23
ブロードバンドや携帯電話等の情
報通信利用環境の整備

一部見直
し

ブロードバンドや携帯電話、第５
世代移動通信システム（５Ｇ）等
の情報通信利用環境の整備

未定

・残存している不通話エリアは採
算が取れないことから、事業者が
サービスを開始するためには施設
整備に対する支援が必要であるた
め。
・ブロードバンド世帯普及率は順
調に上昇しているが、一部地域で
光ファイバが利用できないため。
・2020年より携帯電話サービス
の高度化（5G）が予定されてい
ることから、取組の一部見直しが
必要となるため。

企画調整部

－
令和2年

度

・復興工業団地として位置づけた
いわき四倉中核工業団地第２期区
域については、商談を行っている
企業に対する誘致活動を進め、令
和２年度までに完売を達成する見
込みのため。
・工業団地整備に関する支援につ
いては、利子補給金による市町村
の整備促進支援に一定の効果が
あったため。

21
企業誘致の促進に向けた工業団地
の整備

完了見込
み
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８　新産業創造プロジェクト

１　再生可能エネルギーの推進

（１）再生可能エネルギーの導入拡大

1
太陽光発電設備など各家庭にお
ける再生可能エネルギーの普及
促進

継続 －
令和22

年度

・再エネ推進ビジョンに掲げる
2040年の目標達成向け、引き続
き取組を継続する必要があるた
め。

企画調整部

2

再生可能エネルギー事業への県
民参加の促進や地域が主体と
なった再生可能エネルギーの導
入推進

継続 －
令和22

年度

・再エネ推進ビジョンに掲げる
2040年の目標達成向け、引き続
き取組を継続する必要があるた
め。

企画調整部

企画調整部

生活環境部

土木部

企画調整部

農林水産部

5
被災地の復興をけん引する再生
可能エネルギー事業の導入拡大

継続 －
令和4年

度

・国、県、関係機関等が策定した
「福島新エネ社会構想」に基づく
事業であり、令和4年度の事業完
了が予定されているため。

企画調整部

6

避難地域への再生可能エネル
ギー導入と「まちづくり」「地
域の再興」の推進（再掲・避難
Ｐ）

継続 －
令和4年

度

・国、県、関係機関等が策定した
「福島新エネ社会構想」に基づく
事業であり、令和4年度の事業完
了が予定されているため。

企画調整部

7
（陸上風力）風力発電の大量導
入の支援（再掲・避難Ｐ）

継続 －
令和22

年度

・再エネ推進ビジョンに掲げる
2040年の目標達成向け、引き続
き取組を継続する必要があるた
め。

企画調整部

8
（洋上風力）浮体式洋上風力発
電の実証研究など（再掲・避難
Ｐ）

完了・達
成

－
令和2年

度

・国において、引き続き、安全
性・信頼性・経済性について検証
を進め、令和２年度までに実証研
究は終了予定のため。

商工労働部

企画調整部

農林水産部

10
藻類バイオマスに関する事業化
支援（再掲・避難Ｐ）

完了・達
成

－
平成30

年度

・実証事業を通して、藻類バイオ
燃料の生産技術について、システ
ムとして確立できる可能性が成果
として得られたことから、所期の
目的は達成したため。

商工労働部

11
県有ダム等を活用した小水力発
電の導入促進（再掲・避難Ｐ）

完了見込
み

－
令和2年

度

優先交渉権者と契約締結に向けて
協議を実施し、令和2年度には事
業終了の見込みのため。

土木部

（２）再生可能エネルギー関連産業の育成・集積

12
産業技術総合研究所 福島再生可
能エネルギー研究所と連携した
研究開発･実用化の推進

継続 － 未定

・産業技術総合研究所との支援に
より、県内企業の技術の高度化が
図られているが、技術の実用化・
事業化に向けては引き続き支援が
必要なため。

商工労働部

商工労働部

教育庁

No 現行の取組の内容 部局

4

木質バイオマスなど本県が持つ
豊かな自然環境を最大限生かし
た再生可能エネルギー事業の導
入拡大

3
公共施設への再生可能エネル
ギー率先導入

総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由

・再エネ推進ビジョンに掲げる
2040年の目標達成向け、引き続
き取組を継続する必要があるた
め。

13
再生可能エネルギー関連分野に
おける人材育成､ネットワークの
形成

9
動植物系の廃棄物のメタン発酵
ガス発電システムの導入（再
掲・避難Ｐ）

継続 －
令和22

年度

継続 － 未定

・地球温暖化対策推進計画に掲げ
る温室効果ガス削減目標及び再エ
ネ推進ビジョンに掲げる2040年
の目標達成に向け、引き続き取組
を継続する必要があるため。

継続 －
令和22

年度

・「再エネ先駆けの地」実現のた
めにも、風力、小水力、バイオガ
ス（食物残渣等）、地熱バイナ
リー発電など本県が持つ豊かな自
然環境等を活用することで再生可
能エネルギーの普及拡大を図って
いく必要があるため。

継続 － 未定

・福島イノベーション・コースト
構想及び再生可能エネルギー関連
産業の集積が進むことにより、よ
り一層専門技術を持つ人材が必要
となるため。
・キャリア教育の視点を加味した
理数教育の推進が不十分であり、
プログラミング教育や体験プログ
ラムの構築等、推進していく必要
があるため。
・福島イノベーション・コースト
構想を担う高度な人材の長期的な
教育・育成が必要であるため。
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No 現行の取組の内容 部局総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由

企画調整部

商工労働部

15
再生可能エネルギー関連分野に
おける取引拡大､情報発信､海外
連携

継続 － 未定

・ＲＥＩＦふくしま（再生可能エ
ネルギー産業フェア）の開催や海
外再エネ先進地との経済交流など
を通じて、企業間のビジネスや共
同研究が生まれつつあるが、「再
生可能エネルギー先駆けの地」の
実現に向けては引き続き取組を継
続する必要があるため。

商工労働部

16
福島産業復興企業立地補助金な
どによる企業誘致を通じた産業
の復興（再掲・中小Ｐ）

継続 － 未定

・企業誘致については、企業立地
補助金の活用などにより、産業の
振興に一定の効果があった。一部
事業については令和３年度以降も
引き続き現行の取組を継続する必
要があるため。

商工労働部

（３）省エネルギーの推進

生活環境部

土木部

教育庁

18
スマートコミュニティの実証･実
用化

継続 － 未定

・エネ推進ビジョンに掲げる
2040年の目標達成向け、引き続
き取組を継続する必要があるた
め。

企画調整部

19
資源･エネルギー循環のライフス
タイルの推進･情報発信

継続 － 未定

・省エネルギー・地球温暖化対策
は、あらゆる主体による自発的な
取組を継続し、温室効果ガス排出
削減の努力を積み重ねていくこと
が必要であるため。

生活環境部

２　医療関連産業の集積

（１）医療福祉機器産業の集積

20
「ふくしま医療機器開発支援セ
ンター」の整備

一部見直
し

「ふくしま医療機器開発支援セン
ター」の利活用及び同センターを
核とした産業集積の推進

未定

・「ふくしま医療機器開発支援セ
ンター」の整備が平成28年度に
終了したため。
・今後は、同センタ－を活用する
ことにより産業集積の推進を図る
必要があるため。

商工労働部

保健福祉部

商工労働部

教育庁

22

手術支援ロボットや放射線医学
と関連した医療機器の開発など､
国際的先端医療機器の開発への
支援

継続 － 未定

・医療関連産業の更なる振興、集
積を進めるためにも、継続した研
究開発や販路開拓等の支援に向け
た取組が引き続き必要であるた
め。

商工労働部

継続 －

継続 －

14

再生可能エネルギー関連分野に
おける太陽光､風力､水素などの
研究開発促進､技術力向上､実証
試験等を通じた実用化

・これまでの再エネ研究会の活動
等により、ネットワーク構築や産
学官の連携による研究開発が促進
されており、次のステップとして
事業化を推進する取組が必要なた
め。
・県内における研究開発は着実に
進展しているものの、技術の実用
化・事業化に向けては引き続き支
援が必要なため。

未定－継続

21
医療機器の開発や人材育成､治験
等への一体的な支援

17
エコオフィスの実践を通した運
用改善､建物･設備の省エネル
ギー化の促進

未定

・省エネルギー・地球温暖化対策
は、あらゆる主体による自発的な
取組を継続し、温室効果ガス排出
削減の努力を積み重ねていくこと
が必要であるため。
・更なる再エネ導入・省エネを促
進するため、整備指針に基づく県
有建築物の整備、既存県有建築物
のエネルギー消費性能評価及び改
善提案、市町村や民間の建築物へ
の普及・啓発について、令和3年
度以降も引き続き取り組む必要が
あるため。

・福島イノベーション・コースト
構想の実現に向けて、構想を担う
高度な人材の長期的な教育・育成
が必要であるため。
・県内企業とのつながり、ひいて
は医療機器開発への発展を見据え
た将来の医療機器開発を担う人材
育成が必要であるため。
・子どもに対して医療現場への関
心を高めることで、長期的視点か
ら医療従事者の確保と県内定着に
つなげる必要があるため。

未定
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No 現行の取組の内容 部局総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由

23
救急災害対応医療機器の開発･実
証

継続 － 未定

・震災、原子力発電所事故を経験
した本県は、救急災害における課
題が多く存在し、その社会的課題
の解決を図る取組が必要となるた
め。

商工労働部

24

介護福祉サービスや介護福祉機
器産業など高齢化を見据えた産
業づくりの推進＜介護福祉機器
産業関連＞

継続 － 未定

・医療関連産業の更なる振興、集
積を進めるためにも、継続した研
究開発や販路開拓等の支援に向け
た取組が引き続き必要であるた
め。

商工労働部

25
医療機器などの産業クラスター
の推進

継続 － 未定

・医療関連産業の更なる振興、集
積を進めるためにも、継続した展
示会の開催や、各種会議の開催及
び関係機関との協議を行うことが
必要であるため。

商工労働部

26
技術開発支援など医療機器関連
企業の参入･取引支援

継続 － 未定

・展示会出展支援やビジネスマッ
チングの開催、行政府同士の覚書
締結による後押しにより、販売代
理店契約、共同研究開発合意、合
弁会社設立といった成果が出始め
ており、令和3年度以降も引き続
き現行の取組を継続する必要があ
るため。

商工労働部

（２）創薬拠点の整備

27
放射線医学の研究や診断･治療技
術の高度化と関連する医療機器
産業の集積や創薬開発

継続 － 未定

・医薬品研究開発拠点整備のため
の補助事業を進めた結果、福島県
立医科大学内に医療－産業トラン
スレーショナルリサーチセンター
（TRセンター）が整備され、創
薬支援のベンチャー企業が2社誕
生するなど一定の効果があり、さ
らに現行の取組を継続する必要が
あるため。

商工労働部

３　ロボット関連産業の集積

（１）ロボット関連産業の基盤構築

　ア　研究開発拠点の整備

28

県内の橋りょう､トンネル､ダム､
河川､山野等を利用した災害対応
ロボット等の福島浜通りロボッ
ト実証区域の指定（再掲・避難
Ｐ）

拡充

県内の橋りょう、トンネル、ダ
ム、河川・山野等を利用した災害
対応ロボット等の実証試験場所の
拡充及び実証試験の推進

未定

・ロボットテストフィールド
（RTF）が令和元年度中に全面開
所予定であり、以前よりも利用者
が増加する見込みのため。

商工労働部

企画調整部

生活環境部

商工労働部

危機管理部

企画調整部

企画調整部

生活環境部

商工労働部

　イ　人材育成・ネットワーク形成

商工労働部

教育庁

33
企業､研究機関､行政のネット
ワークを通じた情報の共有化と
連携推進

継続 － 未定

・県内の企業がロボット関連産業
へ参入しやすい環境を整える必要
があるため。
・福島ロボットテストフィールド
が開所することで、県外からも企
業を誘致する必要があるため。

商工労働部

一部見直
し

福島ロボットテストフィールドの
利活用促進等29

陸海空を対象とした型式認証､操
縦者の訓練､ライセンス付与､災
害時出動拠点等､福島しかない機
能を有する災害対応等ロボット
の実証拠点（ロボットテスト
フィールド）の整備､運用（再
掲・避難Ｐ）

32 ロボット関連産業人材の育成 継続

ロボット技術開発最先端拠点と
なるようトップクラスの大学･研
究機関･企業招へいを想定した共
同研究施設の整備､運用（再掲・
避難Ｐ）

・県以外の主体の取組であるた
め、点検困難。

30

原子炉格納容器の調査･補修ロ
ボットの開発･実証試験などを行
う楢葉遠隔技術開発センターの
整備･運用（再掲・避難Ｐ）

31
一部見直

し

一部見直し後のNo.29「福島ロ
ボットテストフィールドの利活用
促進等」に統合

－その他 －

・各拠点の開所に伴い、拠点の利
活用促進に向けた取組を行うとと
もに新たな企業や人材の呼び込み
や拠点を利用した企業と地元企業
とのマッチング等を支援し、新た
なビジネスの創出に向けた一層の
取組が必要なため。
・福島ロボットテストフィールド
の整備事業が令和元年度末に完成
する見込みのため。

未定

－ 未定

・イノベーション・コースト構想
の進展及びロボット産業の集積が
進むことにより、より一層専門技
術を持つ人材が必要となるため。
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No 現行の取組の内容 部局総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由

　ウ　研究開発・技術支援

34
企業等が行うロボットの開発･実
証研究等への支援

継続 － 未定

・ロボットフェスタふくしまは東
北エリアで最大級の展示会であ
り、関係者の期待・集客力・訴求
力いずれも高いことから、令和3
年度以降も引き続き現行の取組を
継続する必要があるため。

商工労働部

35
会津大学におけるロボット関連
技術の研究･開発

継続 － 未定

・平成30年度から実施している
取組は複数年での事業を予定して
おり、引き続き成果向上に向けた
取組が必要であるため。

商工労働部

36
ハイテクプラザにおけるロボッ
ト関連技術の研究･開発

継続 － 未定

・ロボット産業振興のため、県内
企業へのロボット技術の移転を行
うべく、引き続き取組を行ってい
くことが必要であるため

商工労働部

（２）ロボットの利活用促進

　ア　現場導入の支援

保健福祉部

農林水産部

　イ　利活用促進に向けたニーズ調査と情報発信

38
ロボット活用のニーズ等に関す
る情報収集

一部見直
し

ロボット関連技術に関するニー
ズ・シーズの把握

未定
・県内ロボット関連企業の取引拡
大につなげるべく、マッチング支
援を行っていく必要があるため。

商工労働部

39
ロボット活用の意識啓発や若手
技術者･学生の関心の醸成に向け
た情報発信

継続 － 未定

・ロボットフェスタふくしまは東
北エリアで最大級の展示会であ
り、関係者の期待・集客力・訴求
力いずれも高いことから、令和3
年度以降も引き続き現行の取組を
継続する必要があるため。

商工労働部

40
ロボットオリンピック（仮称）
の誘致

完了見込
み

－
令和2年

度
令和2年度に大会を実施し、事業
終了予定のため。

商工労働部

（３）ロボット関連産業の拡大

　ア　企業の参入・進出支援

41
県内企業のロボット関連産業へ
の参入支援､県外ロボット関連企
業の誘致

継続 － 未定

・県内の企業がロボット関連産業
へ参入しやすい環境を整える必要
があるため。
・福島ロボットテストフィールド
が開所することで、県外からも企
業を誘致する必要があるため。

商工労働部

　イ　取引拡大・量産支援

42 県産ロボットの販路開拓支援 継続 － 未定

・県産ロボットの多くは、研究、
開発段階にあり、今後も実用化に
向けた出口対策として、引き続き
導入を支援する必要があるため。

商工労働部

43
県産ロボットの量産に向けた工
場･設備の新増設支援

継続 － 未定

・工場設備の新増設については、
企業立地補助金の活用などによ
り、ロボット産業の振興に一定の
効果があった。令和３年度以降も
引き続き現行の取組を継続する必
要があるため。

商工労働部

一部見直
し

医療・福祉・農林水産業など、仕
事や生活の場へのロボット導入の
支援及び普及啓発活動の推進

未定

・令和３年度以降も新たな技術開
発を行うとともに、ロボット導入
に向けた普及・啓発活動を推進す
る必要があるため。

37
医療･福祉､農林水産業など､仕事
や生活の場へのロボット導入の
支援
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９　風評・風化対策プロジェクト

１　農林水産物をはじめとした県産品の販路回復・開拓

生活環境部

観光交流局

観光交流局

農林水産部

企画調整部

農林水産部

教育庁

商工労働部

観光交流局

観光交流局

農林水産部

２　観光誘客の促進・教育旅行の回復

企画調整部

生活環境部

観光交流局

土木部

・観光客入込数が地域間でも回復
にばらつきがあることから、県内
を周遊する企画や、浜通りの振興
を目的としたホープツーリズム等
の事業を推進することにより県全
体の観光客入込の回復を目指す必
要があるため。
・本県の温泉やトレッキングコー
スなどの豊かな地域資源を活かし
たヘルスツーリズムの推進や、
ホープツーリズム等の他県にない
特色のあるコンテンツの造成な
ど、福島の観光資源を更に磨き上
げ、観光誘客に繋げていく必要が
あるため。

5
正確な情報発信による国内外への
農林水産物の安全性と魅力のPR
（再掲・農林Ｐ）

継続 ― 未定

・依然として残る風評に対応する
ため、効果的かつ戦略的な販売促
進対策、販路回復及び多様な販路
の確保、消費者に魅力を伝える
パッケージング、国と連携した流
通実態の調査・検証、輸入規制緩
和に向けた取組など、総合的に展
開し、県産農林水産物の価格を震
災前の水準まで回復させるため、
現行の取組を継続する必要がある
ため。

6
観光復興キャンペーンの継続的な
展開

一部見直
し

観光資源の磨き上げによる「ふく
しま」ならではの観光復興キャン
ペーンの展開

未定

・様々な媒体を活用した魅力発信
や、現地商談、トップセールス、
現地展示会、バイヤー招へい等を
通じて、県産品のさらなる輸出拡
大を図る必要があるため。
・海外で開催される商談会等への
中小企業の出展を支援した結果、
商談が成立するなど、一定の効果
がみられたことから、引き続き販
路拡に向けた支援を継続する必要
があるため。

3
学校給食における地場産品の活用
など県内消費の拡大

継続 ― 未定

・学校給食における県産食材の活
用割合は、40.8％（平成30年)
となり福島県食育推進計画で目標
としている40％を達成したが、
取組地域には偏りがあり、広く県
全体に取組を進める必要があるた
め。
・依然として地場産物に対して不
安を抱く方がおり、引き続き理解
促進を行う必要があるため。
・「地産地消」の取組をさらに推
進し、地域産業の育成、地域資源
循環や県産品の消費拡大の促進を
図る必要があるため。

4
展示会･商談会等への出展や事業
者等への訪問･招へい等を通じた
県産品の海外販路回復･開拓

継続 ― 未定

・県産農林水産物の価格が震災前
の水準まで回復しておらず、ま
た、いまだ22の国・地域で本県
産食品の輸入規制が継続するな
ど、県産農林水産物を取り巻く環
境はなおも厳しい。
・「ふくしまプライド。」のメッ
セージとともに、引き続き、効果
的かつ戦略的な販売促進対策、多
様な販路の開拓、消費者に魅力を
より伝えるパッケージング、輸入
が緩和された地域への輸出促進や
規制緩和に向けた取組など、とり
うる手段を最大限活用していく必
要があるため。

1
県産品の安全性や魅力に関する消
費者理解の促進

継続 ― 未定

・県内外の消費者に対し、風評の
払拭が図られるよう、県産品の安
全性や魅力に関する理解の促進に
引き続き取り組む必要があるた
め。

2
県産品の安全性や魅力に関する流
通事業者･量販店等の理解促進･販
路の開拓

継続 ― 未定

部局No 現行の取組の内容 総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由
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部局No 現行の取組の内容 総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由

7

首都圏や近隣県の学校等の訪問活
動の強化や旅行プログラムの充実
などを通じた教育旅行､合宿誘致
の推進

一部見直
し

首都圏や近隣県の学校等の訪問活
動の強化や「ホープツーリズム」
等のふくしまならではの特色ある
旅行プログラムの充実などを通じ
た教育旅行、合宿誘致の推進

未定

・教育旅行入込数が回復していな
い。
・教育旅行関係者に、粘り強く本
県教育旅行の魅力を発信する必要
があるため。

観光交流局

企画調整部

生活環境部

保健福祉部

文化スポーツ局

観光交流局

企画調整部

観光交流局

土木部

警察本部

10
アーカイブセンター等を中心とし
た震災ツーリズムの推進

継続 － 未定

・震災を経験した福島だからこそ
可能な「ホープツーリズム」の推
進のため、取扱旅行会社の拡大
や、企業等、幅広い対象に向けた
コンテンツの造成が必要なため。

観光交流局

３　国内外への正確な情報発信

総務部

企画調整部

教育庁

危機管理部

企画調整部

生活環境部

農林水産部

13
多様な機会を活用した海外への情
報発信の強化

継続 ― 未定

・正しい情報を発信し続けてい
き、世界各地の風評がほぼ完全に
払拭するように今後も継続して取
り組んでいく必要があるため。

生活環境部

・県民の安全を確保するため、引
き続き空間線量率については情報
提供をし続ける必要があるため。

11
本県の現状や復興への取組などの
正確な情報の発信

継続 ― 未定

・公式イメージポスターの国内外
への掲出や県クリエイティブディ
レクターとの連携した動画の作成
など届く発信を強化するととも
に、企業や大学等との「共働」を
更に強化するなど、風評・風化対
策に粘り強く取り組む必要がある
ため。
・追悼復興祈念行事や、ふくしま
復興シンポジウムの開催など今後
とも継続的に実施することで、風
化防止や風評払拭を図っていく必
要があるため。
・震災に関連する「ふくしま」に
関する資料等を活用し、広く県民
に情報提供を図るなど、災害記録
の伝承を継続的に担っていく必要
があるため。

12
空間線量などのモニタリングと測
定結果の分かりやすい情報発信
（再掲・環境Ｐ）

継続 ― 未定

・外国人観光客の受入体制の強化
や、市場別の特性を踏まえたプロ
モーションを行っているが、全国
の伸びには大きく遅れをとってお
り、各市場もまだまだ伸びが期待
できることから、引き続き、観光
コンテンツの磨き上げや人材育成
などの受入体制の整備を進めるほ
か、市場別のニーズを捉えたプロ
モーションを戦略的に実施してい
く必要があるため。
・道の駅における外国語版の観光
情報サイトの作成や、道路案内標
識のインバウンド対応化を引き続
き進める必要があるため。

8

ふくしまを舞台とした様々な会
議･研修･展示会等の誘致､芸術文
化･スポーツ等の大会･イベントの
開催

一部見直
し

ふくしまならではの魅力を活かし
た会議・研修・展示会等の誘致、
芸術文化・スポーツ等の大会・イ
ベントの開催

未定

・復興支援目的での開催が減少し
ており、今後に向けては福島イノ
ベーション・コースト構想やホー
プツーリズム等、ふくしまならで
はの魅力を活かした誘致を促進す
る必要があるため。

9

海外のマスコミ･旅行関係者等の
招へい､海外でのプロモーション
活動の実施､外国人観光客の受入
体制の整備

継続 ― 未定
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部局No 現行の取組の内容 総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由

企画調整部

生活環境部

文化スポーツ局

15

犠牲者への追悼と鎮魂､震災の記
録と教訓の伝承､復興への強い意
志の発信等のための復興祈念公園
等の整備

一部見直
し

復興祈念公園等における犠牲者へ
の追悼と鎮魂、震災の記録と教訓
の伝承、復興への強い意志の発信
等

未定
・復興祈念公園等は数年内に整備
が完了し、今後、復興への強い意
志の発信等が必要になるため。

土木部

４　ふくしまをつなぐ、きずなづくり

総務部

企画調整部

文化スポーツ局

農林水産部

17
県民による県産品の利活用や県内
旅行の増加など､多様な分野にお
ける地産地消の推進

継続 ― 未定

・地産地消の取組を推進し、地域
産業の育成や地域資源の循環、県
産品の消費拡大を図っていく必要
があるため。

企画調整部

18
復興支援員による復興まちづくり
など､県外の方とのきずなによる
復興の推進･交流の促進

継続 ― 未定

・復興支援員は、浜通りの被災市
町村を中心に、被災者の生活支援
や地域おこし活動の支援などに取
り組んでいるほか、県外避難者支
援にあたるなど、引き続き本県復
興に必要不可欠であるため。

企画調整部

企画調整部

文化スポーツ局

農林水産部

教育庁

20
全国植樹祭を通じたきずなづくり
と交流の促進

完了・達
成

―
平成30

年度

・全国植樹祭の開催を通じ、県民
参加による森林づくりに取り組む
とともに、復興に向けて力強く歩
み続ける本県の姿を発信した。
※今後の関連事業は取組No.19に
て対応

農林水産部

５　東京オリンピック・パラリンピックを契機とした情報発信・交流促進

文化スポーツ局

土木部

・東京オリンピック・パラリン
ピックの開催終了に伴い、取組も
目的を達するため。

19
地域の伝統芸能や文化､スポーツ
等を通じたきずなの再生（再掲・
生活Ｐ）

継続 ― 未定

・未だ県内外に約４万人の県民が
避難生活を続けていることから、
今後も引き続き情報を発信するこ
とにより、きずなを維持する必要
があるため。
・各地域で継承されてきた民俗芸
能の活動継続・再開のために、引
き続き各団体の実情に応じたサ
ポートや、公演など披露の機会創
出が必要であるため。
・全国で活躍する地域密着型プロ
スポーツチームと連携し、ふくし
まの魅力を県内外に広く発信する
ことで、観光誘客などにも繋が
り、より一層の効果が見込まれる
ため。

21
東京オリンピック･パラリンピッ
ク競技及び事前キャンプ等の誘致

完了見込
み

―
令和2年

度

・復興・創生期間後においても、
引き続き企業や自治体、ＮＰＯ、
さらに県人会など、ふくしまを応
援いただける方々との「ご縁」を
活かしながら、風評・風化対策な
ど本県の復興に共働で取り組んで
いく必要があるため。

14
震災･原子力災害の教訓等を継承
等するためのアーカイブ拠点の整
備､運用

一部見直
し

震災･原子力災害の教訓等を継承
等するためのアーカイブ拠点の利
活用促進

未定

・アーカイブ拠点については令和
２年度に開所する予定であるが、
施設において実施する収集･保存
事業の継続、調査・研究事業、研
修事業等の具体化等を図る必要が
あるため。

16

包括連携協定を結ぶ企業など､ふ
くしまを応援する方々（自治体､
企業､NPO等）とのきずなづくり
と新たなきずなを生かした連携の
推進

継続 ― 未定
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部局No 現行の取組の内容 総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由

22
東京オリンピック･パラリンピッ
クを契機とした国内外への情報発
信､国際交流の推進

継続 ― 未定

・2020東京オリンピック・パラ
リンピックへの食材供給を実現
し、これを契機にＧＡＰ認証農林
産物による風評払拭を達成するた
め、令和３年度以降も引き続き現
行の取組を継続する必要があるた
め。
　また、ＧＡＰ認証農産物の生産
量増大のためにも取組の継続が必
要であるため。

農林水産部

23

スポーツ交流やイベントなどを通
じた東京オリンピック･パラリン
ピックの本県開催に向けた県民の
機運醸成

一部見直
し

東京オリンピック・パラリンピッ
クの本県開催を契機とした競技力
の維持・向上

未定

・東京オリンピック・パラリン
ピックの本県開催を契機として、
競技力の維持や向上に資する支援
を継続的に実施していく必要があ
るため。

文化スポーツ局

35



１０　復興まちづくり・交流ネットワーク基盤強化プロジェクト

１　津波被災地等の復興まちづくり

（１）「多重防御」による総合的な防災力が高い復興まちづくり

農林水産部

土木部

2 海岸防災林の復旧 継続 ―
令和5年

度

・他事業との調整で工事が遅れて
いることから、令和3年度以降も
引き続き現行の取組を継続する必
要があるため。

農林水産部

農林水産部

土木部

4
ライブカメラの設置等による海岸
及び河口部状況の情報提供

継続 ― 未定

・これまでどおり、異常気象時の
状況監視、避難や水防活動に必要
な情報を収集し情報提供を行う必
要があるため。

土木部

5
道路､河川､橋りょう､下水道､公営
住宅､公園などの復旧

完了見込
み

―
令和2年

度

・令和２年度までに帰還困難区域
を除く全箇所で工事が完了する見
込みのため。

土木部

6
道路･漁港･上下水道などの防災機
能の強化

継続 ― 未定

・用地取得に時間を要しているほ
か、財源・人材不足等の要因によ
り、令和3年度以降も引き続き取
組を継続する必要があるため。

土木部

7 砂防､地すべり､急傾斜地の復旧
完了見込

み
―

令和2年
度

・砂防事業については、全7箇所
の工事を完了し、交付金事業（砂
防）（再生・復興）については、
令和2年度までに全21箇所中、
残り10箇所の工事を完了する見
込みとなっているため。

土木部

8
農地･農業用施設の復旧と合わせ
た大区画ほ場の整備

継続 ― 未定

・令和2年度目標に対し平成30
年度末までに８８.９％の農地復
旧を達成したが、平成28年7月
に避難指示が解除された南相馬市
小高区等では地元合意形成が遅延
し、これから本格的な工事が行わ
れる地区もあることから、引き続
き、現行の取組を継続していく必
要があるため。

農林水産部

9 ダム･ため池などの耐震性の強化 継続 ―
令和5年

度

・防災重点ため池を中心に、耐震
検証を進めており、平成30年度
までに旧基準における193箇所
全てで、耐震性検証を完了した
が、令和元年に防災重点ため池の
見直し再選定の結果、防災重点た
め池が1,472箇所に大幅に増した
ことにより、引き続き耐震性検証
を進め安全性の確認等を行ってい
く必要があるため。

農林水産部

10
農地､農道､農業用ダム､ため池､排
水機場､農業集落排水施設等の復
旧（再掲・農林Ｐ）

継続 ― 未定

・避難指示区域等において未査定
地区があり、市町における復旧計
画等を踏まえ、農業生産活動の再
開を図ることから、令和3年度以
降の取り組み継続が必要であるた
め。

農林水産部

（２）地域とともに取り組む復興まちづくり

11
国土調査の実施による復興事業の
促進

継続 ― 未定

・国土調査事業を進めていたが、
調査が完了していないことから、
令和3年度以降も引き続き現行の
取組を継続する必要があるため。

農林水産部

3
津波被害を軽減する防災林の整備
などによる地域の防災機能の向上

一部見直
し

種子の安定供給による防災林
の整備促進など、地域の防災
機能の向上

未定

・他事業との調整や人材不足等に
より工事が遅れており、令和3年
以降も引き続き取り組む必要があ
るため。
・抵抗性マツの供給体制の整備や
苗木生産に必要な施設の整備が完
了したことから、今後は需要量に
応じた種子の供給を、安定的に実
施していく必要があるため。

部局

・令和2年度までに、すでに災害
査定を受け、着手した地区につい
ては完了する見込み。
　一方で、帰還困難区域内につい
ては、今後の動向を踏まえての対
応となるため、継続扱いとする必
要があるため。

No 現行の取組の内容 総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由

1 海岸堤防等の復旧 継続 ― 未定
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部局No 現行の取組の内容 総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由

12
土地区画整理事業などを活用した
多重防御によるまちづくり

完了見込
み

―
令和2年

度

・残り１地区の宅地造成を進め、
令和2年度までに完了する見込み
のため。

土木部

13
土地利用ゾーニングにより防災機
能を向上させた農村づくり

継続 ― 未定

・各事業（公共土木施設等災害復
旧事業、湛水防除事業、治山事業
[海岸防災林造成事業]）につい
て、引き続き施工が必要な箇所
や、他事業との調整により工事が
遅延している箇所があることか
ら、取組を継続する必要があるた
め。

農林水産部

商工労働部

土木部

15
効果的･効率的な復興事業実施の
ための高等教育機関の英知の活用

継続 ― 未定

・原子力災害からの地域再生等に
向け、高等教育機関が持つ知的・
教育的資源が引き続き必要となる
ため。

企画調整部

16
住宅の耐震化など､地域の実情に
応じた災害に強く安全･安心なま
ちづくり

継続 ― 未定

・避難指示や応急仮設住宅の供与
等が継続しており、被災者の住宅
の自立再建を支援するため、令和
3年度以降も引き続き現行の取組
を継続する必要があるため。

土木部

17
県有建築物･民間建築物等の耐震
化の推進

継続 ― 未定

（耐震化）
・耐震化に踏み切れない又は資金
計画等の策定に時間を要している
所有者等に対し、令和3年度以降
も引き続き現行の取組を継続する
必要があるため。

（減災化）
・優先度ランクごとに定めた減災
化の目標年次に向け、計画的に減
災化を進めるため、令和3年度以
降も引き続き現行の取り組みを継
続する必要があるため。

土木部

18
消防施設､廃棄物処理､汚泥処理施
設､火葬場などの早期復旧

継続 ― 未定

・地域住民が安心して生活を送る
ために、消防防災体制整備のため
の支援を継続する必要があるた
め。

危機管理部

19
被災した警察施設及び交通安全施
設の復旧､警察活動基盤･防犯ネッ
トワークの整備

継続 ― 未定

・旧警戒区域内に位置する交通安
全施設については、周辺地域の復
旧・復興計画と調整を図りながら
進める必要があるため。
・警察施設については、各自治体
の復興再生計画によって、調整し
ながら進めているが、未だに復旧
計画の見通しが立たないため、令
和3年度以降も引き続き現行の取
組を継続する必要があるため。

警察本部

２　復興を支える交通基盤の整備

（１）浜通りを始め本県の復興の基盤となる道路等の整備

20
常磐自動車道の４車線化･追加IC
の整備

一部見直
し

常磐自動車道の４車線化･ス
マートICの整備

令和12
年度

・大熊IC、常磐双葉ICは完了とな
るが、(仮)小高スマートICの整備
が事業化される見込みのため。
・広野以北の暫定2車線区間につ
いて、早期の４車線化が図られる
よう、令和３年度以降も引き続き
現行の取組を継続する必要がある
ため。

土木部

21
相馬福島道路､東北中央自動車道
の整備

完了見込
み

―
令和2年

度

・相馬福島道路は令和2年度全線
開通目標で整備が進められてお
り、達成する見込みのため。
・平成29年11月4日に福島大笹
生から米沢北間が開通し、福島・
米沢間が全線開通となったため。

土木部

・商店街が持つ多様な機能を維持
していくため、地域の特色に応じ
た商店街の魅力とにぎわいの創出
に引き続き取り組んでいく必要が
あるため。
・防災拠点となる公園の減災化対
策を引き続き進めていく必要があ
るため。

14

都市防災機能の整備や地域活性化
の仕掛けづくりなど地震･津波被
害地域における持続可能なまちづ
くり･地域づくり

継続 ― 未定
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部局No 現行の取組の内容 総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由

22
磐越自動車道の4車線化整備（会
津若松～新潟間）

継続 ―
令和12

年度

・会津若松～新潟中央間の暫定2
車線区間について、早期の４車線
化が図られるよう、令和３年以降
も引き続き現行の取り組みを継続
する必要があるため。

土木部

23 会津縦貫道の整備 継続 ―
令和12

年度
・事業完成に向け、令和3年度以
降も引き続き継続が必要。

土木部

24
「ふくしま復興再生道路」の整
備､東西の連携軸の強化等

継続 ― 未定

・各事業（ふくしま復興再生道路
整備事業、地域連携道路等整備事
業、直轄道路整備事業の負担金）
の事業完成に向け、令和3年度以
降も引き続き事業を継続する必要
があるため。

土木部

25
防災･減災対策など安全に安心し
て暮らせる道路の整備

完了見込
み

―
令和2年

度

・耐震補強事業を進め、令和２年
度までに２５５橋を達成する見込
みのため。
・落石対策事業等を進め、令和２
年度までに１３７６箇所を達成す
る見込みのため。
・当初計画していなかった元避難
区域内や整備が本格化している復
興拠点周辺の道路等において大型
車が増大していることから、これ
らの新たな舗装改良必要箇所に対
して新規計画及び予算確保が必要
であるため。

土木部

26
道路､河川､橋りょう､下水道､公営
住宅､公園などの復旧

完了見込
み

―
令和2年

度

・令和２年度までに帰還困難区域
を除く全箇所で工事が完了する見
込みのため。

土木部

（２）物流・観光の復興を支える基盤の整備

27
福島空港の国際定期路線の再開に
向けた取組の推進

拡充

福島空港におけるチャーター
便の定期便化、国内定期路線
の利用促進、国内外チャー
ター便誘致、空港のにぎわい
創出に向けた取組の推進

未定
福島空港利用者数は増加傾向にあ
るが、震災前の水準には回復して
いないため。

観光交流局

28 小名浜港の復旧
完了見込

み
―

令和2年
度

・令和２年度までに工事が完了す
る見込みのため。

土木部

29
小名浜港東港地区国際物流ターミ
ナルの整備（国際バルク戦略港湾
としての機能強化）

完了見込
み

―
令和2年

度

・小名浜港東港地区の整備を進
め、令和２年度までに供用開始す
る見込みのため。

土木部

30 相馬港の復旧
完了見込

み
―

令和2年
度

・令和２年度までに工事が完了す
る見込みのため。

土木部

31
相馬港４号ふ頭地区国際物流ター
ミナルの整備

完了・達
成

―
平成28

年度

・平成２７～２８年度にかけて埋
立造成等を実施し、完了したた
め。

土木部

32 小名浜港や相馬港の利用促進 継続 ― 未定

・令和2年度までに小名浜港三崎
防波堤や相馬港沖防波堤整備等の
工事が完了する見通しであるが、
今後は小名浜港沖防波堤整備を継
続するとともに、両港の貨物取扱
量を増加させるため、ポートセー
ルス活動を継続的に実施していく
必要があるため。

土木部

（３）ＪＲ常磐線・只見線の早期復旧

企画調整部

生活環境部

33 JR常磐線の早期復旧･基盤強化
一部見直

し
JR常磐線の基盤強化等 未定

・ＪＲ常磐線は令和元年度末に全
線開通となる見込みのため。
・JR常磐線の高速化・基盤強化
に関しては、引き続き国への要望
等を継続していく必要があるた
め。
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部局No 現行の取組の内容 総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由

34
JR只見線の早期復旧･只見線応援
団等による利活用促進

継続 ― 未定

・令和３年度の全線開通を目指
し、引き続きJR東日本と連携を
図りながら復旧工事を進める必要
があるため。
・全線開通を見据え、地元主体に
よる只見線利活用のための持続的
な取組が必要となるため。

生活環境部

３　防災・災害対策の推進

（１）防災意識の高い人づくり・地域づくり

35
福島県及び市町村の地域防災計画
の見直し

継続 ―
令和12

年度

・防災に関する知見は常に進歩し
ており、実際の災害から得られる
教訓も同様である。令和元年度よ
り、「福島県地震・津波被害想
定」の見直しに着手する予定であ
り、現行の計画を最善とするこは
なく、防災に関する国の基本計画
も注視しながら、現行計画の検
証、見直しを継続する必要がある
ため。

危機管理部

36
被災建築物の応急危険度判定制度
の充実や応急仮設住宅等に関する
協定の締結推進

継続 ― 未定

・被災建築物応急危険度判定士に
ついて、新規登録者養成の取組を
継続する必要があるため。
・実際の判定活動に備え、スキル
向上・維持を目的に継続的に訓練
を行う必要があるため。

土木部

37
大規模災害発生時に備えた燃料等
の備蓄体制の構築

継続 ―
令和12

年度

・大規模災害時等における燃料備
蓄については、継続的に体制を維
持する必要があるため。

危機管理部

38
避難行動要支援者への情報提供や
避難誘導体制の強化

継続 ―
令和7年

度

・避難行動要支援者を災害から守
るため、引き続き適切な避難支援
が行われるよう、市町村に助言や
情報提供などを行う必要があるた
め。

危機管理部

39
福祉避難所の設置､要介護者の災
害時の緊急的相互受入体制の整備

継続 ― 未定

・未指定の相双地方4町村につい
ては、引き続き指定を働きかける
必要がある。また、指定済の市町
村については、有事において効果
的な避難行動がとれるよう実効性
を確保する必要があることから、
開設・運営へ向けた支援が必要で
あるため。

保健福祉部

40
災害時のマニュアル整備など保
健･医療･福祉に関する連携体制の
構築

継続 ― 未定

・大規模災害時に活動する災害派
遣精神医療チーム（DPAT）につ
いて、技能維持を図るため、ま
た、チーム等の数を増やす必要が
あるため継続的な取組が必要であ
るため。
・災害派遣福祉チームの支援体制
の整備に支障を来すことのないよ
う、現行の国庫補助制度を拡充す
るなど、十分な財政措置を講じる
よう国へ要望していく必要がある
ため。
・災害時救急医療体制の整備につ
いては、引き続き災害時の役割分
担等、県内部及び関係機関との調
整、検討が必要であるため。

保健福祉部

危機管理部

土木部

・火山防災対策については、防災
訓練や防災教育・啓発、さらに、
火口周辺の緊急退避場所や危険周
知のための情報伝達手段などの対
策について検討を進めていく必要
があるため。
・原子力防災対策については、新
たな原子力災害が発生した場合に
備え、原子力防災体制の充実・強
化を図る必要があるため。
・消防団の入団促進に当たって
は、事業所の消防活動への一層の
理解と協力が必要であり、また、
若い人材の確保が重要であること
から、今後も取組の継続が必要で
あるため。
・集中豪雨対策については、引き
続き、出前講座を実施し、県民の
危機管理意識の向上を図る必要が
あるため。

41
地域の防災体制強化､防災リー
ダーの育成､地域住民との情報の
共有化

継続 ― 未定
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部局No 現行の取組の内容 総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由

危機管理部

教育庁

農林水産部

土木部

（２）災害時における広域的な連携・連絡体制の構築

危機管理部

企画調整部

45
広域避難を想定した保健･医療･福
祉提供体制の整備

継続 ― 未定

・大規模災害時に活動する災害派
遣精神医療チーム（DPAT）につ
いて、技能維持を図るため、ま
た、チーム等の数を増やす必要が
あるため継続的な取組が必要なた
め。
・災害派遣福祉チームの支援体制
の整備に支障を来すことのないよ
う、現行の国庫補助制度を拡充す
るなど、十分な財政措置を講じる
よう国へ要望していく必要がある
ため。
・災害時救急医療体制の整備につ
いては、引き続き災害時の役割分
担等、県内部及び関係機関との調
整、検討が必要であるため。

保健福祉部

46

国や地方公共団体､民間団体との
災害協定締結の推進や市町村間の
災害協定締結の推進､災害時の応
援･受援体制の整備

継続 ―
令和12

年度

・県担当者と協定締結団体の担当
者が顔の見える関係性を継続して
いくことが、協定の実効性を担保
するために必要である。また、意
見交換から現行の体制の改善点も
浮かび上がってくるため、災害時
の対応力を向上させるためには毎
年実施をすることが必要であるた
め。

危機管理部

47

福島県･市町村耐震改修促進計画
の見直し及び福島県県有建築物の
耐震改修計画､福島県県有建築物
の非構造部材減災化計画の推進

継続 ― 未定

・耐震化率の向上のため、市町村
と共に耐震化促進に取り組む必要
があるため。
・計画対象建築物については耐震
化率の目標を達成した一方、減災
化については、目標年次（令和
12年度）に向けて、計画的に進
める必要があるため。

土木部

土木部

教育庁

・耐震化に踏み切れない又は資金
計画等の策定に時間を要している
所有者等に対し、令和3年度以降
も引き続き現行の取組を継続する
必要があるため。
・教育環境の回復を要する老朽化
が進んでいる学校が多く、学校施
設の維持のため、順次改修工事を
進めていく必要があるため。

44
災害時における情報通信体制の強
化

継続 ― 未定

・災害に強い自治体システムの導
入推進のため、引き続き市町村へ
の支援や自治体クラウドの普及啓
発を図る必要があるため。

48
災害に強く､地域コミュニティの
拠点となる教育･福祉施設の整備

継続 ― 未定

・これまで土砂災害警戒区域等の
指定を行うための基礎調査を実施
し、令和元年度に完了の見通し。
　また、令和2年度以降は、土砂
災害特別警戒区域の見直し等を行
うための基礎調査を実施する予
定。
・防災重点ため池を中心に、ため
池ハザードマップを作成し、地域
住民への提供により防災意識の向
上を図る必要があるため。

42
学校や地域･職場における防災教
育･防災訓練などの防災活動の強
化

拡充

最新の防災情報の提供による
学校・地域・職場における防
災教育や、県民参加型の防災
訓練などによる地域防災力の
強化

未定

・自助・共助の取組を浸透させて
いくためには、常に最新の情報を
県民に提供し続ける必要があり、
「防災ガイドブック」等の情報媒
体の充実・更新が必要となるた
め。
・地域において、住民それぞれが
防災について考え、避難などの具
体的な行動につながるよう訓練や
県民参加型メニューなどの地域防
災力の強化が必要であるため。

43
土砂災害警戒区域等の周知など､
災害時における早期避難の意識づ
くり

継続 ― 未定
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部局No 現行の取組の内容 総点検結果（取組内容の修正案） 終期 理由

49
県有建物の再配置･集約･共同利用
などの推進による防災機能の強化

継続 ―
令和11

年度

・公共施設等の全体の状況を把握
し、長寿命化・統廃合・更新など
を今後とも計画的に実施していく
必要があるため。

総務部

50
県庁など公共防災拠点施設の防災
機能強化

継続 ―
令和4年

度

○県庁舎
・西庁舎免震化改修（１期）工事
を進めていたが、ＫＹＢ(株)等に
よる免震オイルダンパーデータ改
ざんが判明し、設置済のオイルダ
ンパー全ての交換を要することか
ら令和２年度までに完了する見
込。
・西庁舎免震化改修（２期）工事
は工程表で令和４年度まで施工期
間が設定されているため、令和３
年度以降も引き続き現行の取組を
継続する必要があるため。
○合同庁舎
・残る合同庁舎車庫の耐震改修を
進め、令和2年度までに完了する
見込み。

総務部
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